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第３２回評価ワーキンググループ 

議事録 

 

 

日時：平成２８年３月２３日（水曜日）１３時００分～１７時４５分 

場所：経済産業省別館１階１０８各省庁共用会議室 

 

議題 

１．技術に関する施策・事業の評価について  （審議） 

 （１）宇宙産業プログラム （施策評価及び事業評価１２件） 

２．その他 

 

出席委員 

小林座長、太田委員、亀井委員、高橋委員、西尾委員、森委員 

 

議事内容 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、定刻になりましたので、産業構造審議会第32回評価ワーキンググループを開

催いたします。 

 本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 では、小林座長、お願いいたします。 

○小林座長 

 それでは、審議に入りたいと思います。 

 まず初めに、事務局から配布資料の確認をお願いいたします。 

○岩松大臣官房参事官 

 本日はペーパーレスで行わせていただきます。お手元のパソコンを御覧ください。 

 会議資料一式を保存しております。 

 資料１は議事次第、資料２は委員名簿、資料３は宇宙産業プログラムの技術評価に関す

る資料、資料４は評価結果ポートフォリオ、そして最後に補足資料―１がございます。 

 御覧いただけるか、ご確認をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、お願いいたします。 

○小林座長 

 本日は、議題１．の（１）として、事業評価12件を含む施策評価１件の審議を予定して

います。また、議題２．のその他として、昨年８月10日の第25回評価ワーキンググループ

に付議されました「ＩｏＴ推進のための横断技術開発プロジェクト」に関連する追加説明



を予定しております。 

 審議は全て公開とし、審議資料も全て公開扱いといたします。ご了承をお願いいたしま

す。 

 それでは、議題１．の（１）宇宙産業プログラムに関する施策・事業評価についての審

議に入ります。 

 なお、施策を構成している事業、Ｊ．「太陽光発電無線送受電技術の研究開発」に関し

ては、利害関係から、亀井委員からはご発言をされないようにお願いいたします。お席は

そのままで結構でございます。 

 それでは、本施策事業の審議方法をご説明いたします。 

 最初に施策全体についての説明を行っていただきます。続いて、当該施策を構成する各

Ａ．～Ｌ．の12の個別事業の審議を行います。個別事業の数が多いため、個別事業の審議

は５つにくくって行うこととします。 

 具体的には、１つ目のくくりとしてＡ．～Ｄ．の４事業についての個別事業の説明を受

けます。その後、各事業について評価を決定していきます。同様に、２つ目にＥ．とＦ．、

３つ目にＧ．とＨ．、４つ目にＪ．とＫ．、５つ目にＩ．とＬ．のそれぞれ２事業ずつにつ

いての個別事業の説明を受け、各事業について評価を決定していきます。最後に、これら

の事業評価を踏まえて施策全体の評価を決定いたします。非常に長丁場にわたりますけれ

ども、よろしくお願いいたします。 

 

議題１．技術に関する施策・事業の評価について  （審議） 

（１）宇宙産業プログラム （施策評価及び事業評価１２件） 

 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、説明者は、施策全体の概要説明を12分でお願いいたします。５分前に１回ベ

ルを鳴らします。12分後にベルを２回鳴らしますので、終了してください。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 製造産業局宇宙産業室の恒藤と申します。よろしくお願いいたします。 

 では、最初に、施策をご説明いたします。お手元のパソコンと、スクリーンの方にも同

じものが出ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、背景となります我が国の宇宙機器産業の動向からご説明をさせていただきます。 

 左側の棒グラフは我が国の宇宙機器産業の売上高を示したものでございますが、下軸が

平成の年号でございますけれども、約3,000億円程度で推移をしておりまして、近年、漸

増のように見えますが、ほぼ横ばいで推移しているのが現状でございます。 

 この売上げの構造が日本は非常に特徴的でございまして、右側の円フラフでございます

が、青いところが官需、いわゆる政府向けの売上げでございます。日本は左側でございま

すけれども、日本は約９割が官需になっております。 



 ちなみに、比較として右側に欧州の例を挙げてございますが、官需は６割程度というこ

とでございまして、政府からの発注に頼っているというのが日本の宇宙産業の特徴でござ

います。 

 では、世界を見ますと、宇宙産業の規模は拡大傾向にございまして、左側は、機器だけ

ではなく、サービスも含めたグラフでございますけれども、拡大傾向でございます。また、

世界全体を見ても、政府需要は７割程度でございまして、３割は商用需要があるというこ

とでございます。 

 では、どんな企業が世界的に大きいのかと言いますと、次の５ページでございますが、

上位からは、ロッキードマーティン、ボーイング、エアバスといった企業が並んでござい

ます。日本で一番大きいのは三菱電機でございますが、三菱電機の宇宙部門の売上高は、

この時点の調査では930ミリオンダラー、約1,000億円となってございますけれども、一番

大きい三菱電機ですらこういう地位にあるということで、世界的には規模が小さいという

ことになっているわけでございます。 

 個別に見ていきますと、これはロケットでございますが、ロケット打上実績のトータル

10年間で、700機の中、日本は28機でございます。ここを見ますとまあまあと思いますけ

れども、その下側は商業打上でございますが、政府が注文するものではなく、コマーシャ

ルベースで動いている世界でございますけれども、2005～2014年までで言うと、日本は１

機もコマーシャルの注文を取れていないと。昨年の11月に初めて１機打上ましたので、今

は１になっていますが。 

 それから、人工衛星の世界も、日本にはコマーシャルに人工衛星を運用している会社が

ございます。これは衛星放送でございますが、Ｂ－ＳＡＴという会社とスカイパーフェク

トＴＶ（スカパーＪＳＡＴ）という会社がございます。これは両方入ってございますが、

スカパーもＢＳも主にアメリカから衛星を買っておりまして、赤で書いております三菱電

機が１機だけ、これは半分防衛省も使っている衛星なので、三菱電機のものを買っており

ますけれども、それ以外は全てアメリカから人工衛星を買っています。 

 では、どのロケットを使って打ち上げたかというのが右側でございますが、全てヨーロ

ッパ、アメリカ、ロシアのロケットを使って打ち上げていると。これがこれまでの状況で

ございます。 

 こういった状況をどうやって産業として発展させていくのかということでございますが、

基本的な考え方は、まず、①政府による需要をベースにして基盤を強化していく、②それ

をベースに海外あるいは民間から受注を獲得していく、③新しい市場を創っていく、こう

いう方向で進めていくのが基本的考え方でございます。 

 ただ、宇宙の場合は、経済産業省が主な省庁というわけでは実はございませんで、宇宙

についてはかつてより政府部内ではいろいろな省庁が関与して宇宙開発利用を進めてきて

いるわけでございます。そして、2008年に宇宙基本法というものができまして、これに基

づきまして各省庁が連携をして取組を進めてございます。 



 その理念は、まず、宇宙開発利用をより積極的に使っていきましょうということで、科

学技術中心から、外交、防衛、産業振興にも使っていこうというのが１つの柱です。もう

１つは、それを政府全体で効果的に進めるために宇宙基本計画というものをつくりまして、

それに基づいて計画的に施策を進めていこうというものです。そして、その中心となる宇

宙開発戦略本部をつくってやっていこうということになっているわけでございます。これ

に基づきまして、宇宙基本計画はこれまでに３回、2009年、2013年、2015年につくられて

ございます。 

 そして、これに基づいて各省庁が施策を講じているわけでございますが、宇宙関連予算

がこの円グラフに示してございます。年間の予算額はほぼ3,000億円強で推移をしてきて

ございます。この中で多いのが文部科学省で、約半分強が文部科学省、1,500億強を使っ

てございまして、それ以外に大きいのは内閣官房で、内閣官房に内閣衛星情報センターと

いうのがございまして、そこが情報収集衛星というものを運用してございます。それ以外

に、防衛省、内閣府といったところが予算としては大きい府省でございまして、経済産業

省は、本年度で言えば29億円で、全体の約１％となっております。 

 こういった中で、経済産業省の宇宙関連技術開発の考え方でございますが、これがまさ

に今回ご評価いただく施策でございますけれども、経済産業省といたしましては、宇宙基

本計画に基づきまして、関係府省と分担協力しつつ、以下の考え方に基づき技術開発プロ

ジェクトを推進しております。 

 １点目は、国際競争力のある人工衛星やロケットの実現に資する技術の開発というもの

でございまして、最先端の技術を開発していくということよりは、むしろ海外でのビジネ

スにつながるものを念頭に置いて技術開発を進めております。その中で、今回の評価の対

象としては①から③までございます。①は高性能かつ小型で低価格な地球観測衛星の開発

というＡＳＮＡＲＯプロジェクト、②は民生技術を活用した競争力のある部品の開発、③

は空中発射技術の開発でございます。 

 ２点目の柱は、エネルギー政策の推進に資する宇宙関連技術の開発でございまして、資

源探査を目的とした地球観測センサの開発。この中には、ＡＳＴＥＲ／ＰＡＬＳＡＲとい

うプロジェクトとＨＩＳＵＩプロジェクトという２つがございます。あとは、宇宙太陽光

発電技術の開発。 

 この２つの大きな柱と、それぞれ中に個別のプロジェクトがあるということでございま

す。 

 それが今日の資料の中では、ＡＳＮＡＲＯプロジェクトの中も、予算事業としては個別

に分かれてございますので、更にそれが今回の予算事業ではＡ．からＬ．になって、この

ページのように分かれているという構造になってございます。 

 そして、本日今回の評価の対象期間は、平成23から26年度の実施状況についてご評価を

いただくということでございます。 

 個別のプロジェクトについて概要をご説明いたします。ＡＳＮＡＲＯプロジェクトは、



国際競争力のある地球観測衛星を開発しようというプロジェクトでございまして、左側に

示してございますような光学の衛星とレーダの衛星、そして、衛星だけでは競争力の強化

にならないものですから、それに加えまして、それを運用する地上システム、ここでいか

に人手を減らすかということも大きなポイントでございますので、そのための地上システ

ム。それから、右下にございますけれども、複数の衛星を統合的に運用するシステム。ま

た、撮った画像の解析を自動的にするシステム。こういった地上系のシステムと衛星の開

発をパッケージで進めるということをやってきてございます。これがＡＳＮＡＲＯプロジ

ェクトでございます。 

 次に、資源関係のプロジェクトといたしましては、資源探査に資するセンサの開発を進

めてきてございます。１つ目のかたまりは、ＡＳＴＥＲ／ＰＡＬＳＥＲプロジェクトでご

ざいます。これはＮＡＳＡ（米航空宇宙局）と共同研究で、ＮＡＳＡの衛星にＡＳＴＥＲ

というセンサを積んで、それによる観測を継続的に実施しているというものでございます。 

 もう１つの資源関係のプロジェクトは、ＨＩＳＵＩプロジェクトというものでございま

す。これはＡＳＴＥＲよりも更に高性能な地球観測のセンサを開発するというものでござ

いまして、波長分解能が極めて高い、185のバンド数を持つセンサを開発し、それだけの

波長分解能を持つことによって、鉱物の種類などを今までよりも比較的高い精度で把握す

ることができるという、そういうセンサの開発を進めているものでございます。 

 それから、少し戻りますが、これは競争力強化に資するプロジェクトということで、自

動車部品など、民生技術を活用して宇宙部品の開発を進めていく、あるいは、それに資す

るデータベースの整備を進めていくというプロジェクトでございます。 

 あとは、宇宙太陽光発電──宇宙空間に太陽電池を浮かべまして、そこからエネルギー

を伝送するという技術の開発。それから、より安価な打上のシステムとして空中発射のシ

ステム。こういうものの技術開発を進めてきてございます。 

 全体像、施策の背景と、本施策に含まれます技術開発プロジェクトのそれぞれの概要に

ついてご説明をさせていただきました。全体像は、少し戻りますが、14ページにございま

すように、繰り返しになりますけれども、宇宙基本計画に基づきまして、関係省庁と分担

・協力して実施している中で、経済産業省としては国際競争力のある人工衛星・ロケット

の実現に資する技術の開発とエネルギー政策の推進に資する宇宙関連技術の開発、この２

つの柱で技術開発を進めているということでございます。 

 以上でございます。 

○小林座長 

 どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明についてのご質問あるいはご意見をお願いしたいと思います。なお、

この全体の評価については最後に行いますので、今はご質問、ご意見だけをお出しいただ

ければと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 



 この事前の評価検討会での評価のところは触れませんでしたが、よろしいですか。 

○小林座長 

 でも、もし何か補足がございましたら、今いただいても結構ですよ。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 全体を通して議論させていただいてからの方がいいかもしれません。 

○小林座長 

 では、幾つかポイントだけでもお願いします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 評価検討会は、このメンバーで実施をいたしまして、座長は、千葉大学、環境リモート

センシング研究センター長の建石先生にお願いをしてございます。それ以外には、リモー

トセンシングに詳しい方、あるいは衛星の技術に詳しい方、それぞれ何人かの方に入って

いただいて評価検討会で実施をいたしました。 

 施策の目的の妥当性につきましては、我が国の宇宙産業の国際競争力強化という観点で、

コストパフォーマンスのいい衛星システムの開発というのは非常に重要なので、ＡＳＮＡ

ＲＯプロジェクトというのは目的に合っているのではないかといったご意見をいただいて

ございます。 

 それ以降、個別のプロジェクトについて幾つかコメントを委員の先生方からいただいて

ございました。そういったところを書き込んでございますので、後の議論をする中で、ど

ういうコメントがあったかについても御覧をいただければと考えてございます。 

 ここで一旦、私からの説明を終わらせていただきます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問、ご意見はいかがでしょうか。 

 私の方から先によろしいですか。予算の推移の表が10ページにございますね。これを拝

見すると、内容はよく知っているわけではないのですが、経済産業省の予算というのは減

ってきていますね。全体としては必ずしも減っているわけではないのかなという気もしま

すけれども、他省庁の動きも含めて、あるいは、国全体の宇宙関連の政府予算の推移につ

いて、何か補足説明などはございますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 大きな絵で言いますと、政府の財政事情もかなり厳しい中で、そういう観点から、より

合理化に努めていくべきだという意見と、他方、宇宙基本法も平成20年にできまして、そ

れ以前のように、科学あるいは技術開発だけではなく、より実用面も考えて使っていくべ

きだと。そういう意味では、そこにより注力すべきだという意見がございます。 

 大きな流れで見ますと、増えているのは、例えば内閣府ですが、もともとはほぼゼロだ

ったところが、今、200億ぐらい使っておりまして、準天頂衛星という日本版ＧＰＳ（全

地球測位システム）衛星の整備をどんどん進めてございまして、そういう実用衛星も増え



ておりますし、そういった実用面での強化が進んでいるというのが大きな傾向かと思って

ございます。 

 経済産業省の予算については、１つは、プロジェクトのタイミングによって、大きな開

発なり打上なりがございますと増えるという上下があるのと、補正予算のときには、少し

頑張って宇宙のプロジェクトに予算を取っているということが過去にあったかと理解をし

てございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他はいかがでしょうか。高橋委員。 

○高橋委員 

 ご説明、ありがとうございます。今のことに関連しまして、この円グラフが示すように、

緑のポーションというのが随分大きいと思います。我々は、研究開発の話で言うと、省庁

連携をいかに進めて費用対効果を上げていくかというのがミッションだと思うのですが、

例えば、ＪＳＴ（科学技術振興機構）とＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開発機

構）のような形で、他省庁のファンディングを経由した、しかし、研究テーマとしては連

続性があるものを、どのように政策側からもコネクトしていくかというのが重要だと思う

のです。 

 それについて、どういうスキームを持っていらっしゃるのかとか、一方で、やはり技術

がベースにあると思うので、企業や、もしくはアカデミックの人たちが、科学的知識の中

でそれを個々にボトムで連結しているというスタイルもあると思うのですが、現状はどう

かということと、それに対して今後どうしていくべきか、現場から見てどのように思われ

ているかというところを伺いたいです。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 私は宇宙担当をこの１年半ぐらいしてございますけれども、宇宙の分野は、サイエンス

のコミュニティもビジネスのコミュニティも必ずしも人数がすごく多いわけではないので、

学会なりビジネスを通じてどこで何が起きているかというのは、ある程度の人が共有して

いるコミュニティかなと理解してございます。 

 そういう意味では、ボトムアップの世界で、文部科学省のこの制度と経済産業省なり他

省庁の制度なりをうまく組み合わせて何かやったらいいのではないかという動きは、普通

のように起きているなと私は感じてございます。 

 それに加えて、上の方も、今、宇宙基本計画という仕組みができまして、各省庁が何を

やっているかというのを内閣府が中心となって整理をした上で、政府全体で決めるという

仕組みができてきていますので、私も政策担当者も他の省庁が何をやっているかというの

は、日頃から議論する機会もございますし、また、いろいろなことで会う機会も多いので、

政策ベースでも、各省庁がそれぞれの施策の中で、実はこれは共通点なので一緒にやった

方がいいよねといった議論もしやすい環境はあるとは認識してございます。 



 少し具体的な事例を挙げますと、私どもが中でやっているプロジェクトでも、例えば、

私どもで開発したセンサを文科省がやっている国際宇宙ステーションに乗せてもらおうと

か、あるいは、文科省が打ち上げる宇宙実証のための衛星に私どもで開発した機器を乗せ

てもらおうとかということは、もう実際にやっておりますので、比較的そういうことが普

通に行われている分野なのかなと私は感じております。 

○高橋委員 

 ありがとうございました。１点だけコメントですけれども、緑の部分のプレーヤーとし

て、ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）などは大きな存在感があると思います。現場レベ

ルの研究者の声として、比較的そういうことに接する場面もあるのですが、委託開発を企

業と一緒にやりたいけれども、宇宙というものの安全性の高さ、スペックを求めるところ

を考えると、まだまだプレーヤーが少ないという声はよく聞きます。そういう意味で、ア

カデミックの人口を増やすことも大切だと思いますが、企業側のプレーヤーを増やしてい

くということに関しても大切なのかなと思いました。 

 この後にまたご説明があると思いますので、よろしくお願いいたします。ありがとうご

ざいました。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他はいかがでしょうか。太田委員。 

○太田委員 

 宇宙開発が非常に大事なこともわかるのですけれども、端的に言って、今から行って日

本の産業が追いつくかどうかですよね。アメリカなどはわかりませんが、インドや中国が

積極的に始めてきていて、コスト競争をしたときに本当に勝てる見通しがあるのかという

のは、経済産業省だけではないと思いますけれども、その辺はどのように見ておられます

か。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 ご指摘のとおり、そこはそんなに簡単ではないと私どもも認識をしてございます。１つ

は、アメリカの予算規模は大体５兆円でございまして、今、日本は3,000億円なので、15

倍以上あるのかなと思っております。圧倒的に政府の予算規模も大きいですし、それを背

景に技術力も高いので、その高い技術力でコマーシャルなマーケットもやはりアメリカで

は強いと。ヨーロッパもその次に来ております。 

 そういうところと、これから新しく出ようとしているところとあって、ただ、まだ実際

に海外のマーケットで存在感としては大きくはありませんが、中国もいずれは出てくる可

能性もございます。それから、既にロケットの分野では、過去の蓄積からロシアがやはり

値段が安いということと、インドがコストではかなり安いロケットができております。そ

ういう観点で、必ずしも易しい状況ではないと思っております。 

 そういう中で、日本は他の産業で培ってきたいい技術もあると思いますので、そういう



技術をうまく活用しながら、取れるところをいかにうまく取っていくかということがポイ

ントだと思っておりますので、全ての分野でアメリカなりに勝っていくのは難しいかもし

れませんけれども、日本が持っている強みでいかに取れるところを取っていくかというこ

とが大事かなと考えてございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他にもあるかもしれませんが、これから個別のお話を聞いた後で、最後の総合の評価の

ところでよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 それでは、施策全体の評価は最後にするということで、続きまして、議題１．の（１）

の審議の１つ目に４事業をくくりまして、まず、Ａ．「小型化等による先進的宇宙システ

ムの研究開発」、Ｂ．「超高分解能合成開口レーダの小型化技術の研究開発」、Ｃ．「小型衛

星群等によるリアルタイム地球観測網システムの研究開発」、Ｄ．「可搬統合型小型地上シ

ステムの研究開発」の審議に入ります。 

○岩松大臣官房参事官 

 これら４事業につきまして、合計28分で説明をお願いします。１回目のベルを23分後に

鳴らします。２回目は28分後に鳴らしますので、終了してください。では、お願いします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 それでは、まず、Ａ．のプロジェクトでございます。こちらは先ほどのＡＳＮＡＲＯ—

１衛星というものでございまして、高性能かつ低価格の衛星を開発していこうというプロ

ジェクトでございます。 

 実施期間は平成20年度～26年度、予算総額は約100億円となってございます。 

 実施者は記載のとおりでございます。 

 繰り返しになりますが、事業の目的は、大型衛星に劣らない機能を維持しつつ、低コス

ト、短納期を実現する高性能小型衛星の開発でございます。 

 ベトナムを初めとしたＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）防災ネットワークなどを念頭

に置きながら、開発を進めてまいりました。 

 目標といたしましては、ここに書いてあることを要すれば、高性能かつ安価な人工衛星

を開発していこうという目的で目標が組み立てられてございます。 

 ただ、機器だけではなく、例えば、「短納期の仕組み」ですとか、「自動自律運用」です

とか、運用時の低コスト化も考慮に入れて開発を進めてきているわけでございます。これ

は何かと言いますと、海外に人工衛星を売るということもあり得ますが、日本の民間企業

が人工衛星（地球観測衛星）を持って、データを販売するというビジネスも将来的には念

頭に置いておりましたので、そういう面での低コスト化も念頭に置きながら開発を進めた

ということでございます。 

 実際の開発結果でございますが、それぞれ狙ったことは達成をできたということになっ

てございまして、わかりやすい例でございますが、一番下の「小型衛星バス」の開発とい



うところを見ていただきますと、狙ったとおり、300kg以下の重量の小型衛星バスを開発

することができたということでございます。 

 それから、性能につきましても、もともとの狙った性能、地上分解能0.5ｍ未満という

のも達成できたということになってございまして、これについては、Ａ－６ページには右

下にありますとおり、平成26年11月６日に打上を既に行っておりまして、今、実証運用を

行っているところでございます。そして、その実証運用も順調に動いておりまして、狙っ

た性能が出ているというものでございます。 

 以下、少し詳しくご説明をいたします。Ａ－７ページにこれはライバルの衛星も含めて、

性能と重量でプロットした図でございますが、ＡＳＮＡＲＯ衛星というのは0.5ｍで500kg

というのを狙って開発を進めてまいりました。 

 実際にはこういうスペックでございまして、2014年に打上を行ったわけでございます。 

 打ち上げた後の画像がこれでございまして、Ａ－12ページにサンプルの画像を４つ載せ

てございますが、このように狙ったとおりの性能が出ていると。今、画像の微調整などを

引き続き実証運用しておりますし、また、防衛省と連携しながら、安全保障の用途でもこ

れがどこまで使えるのかという評価を現在は実施をしているところでございます。 

 これについては、今後の事業化への狙いとしては、Ａ－13ページの左側は、こういった

衛星を実際に保有をして、民間企業が出てくることを期待をするということと、右側は、

これを新興国に輸出をしまして、新興国と場合によっては連携をして運用ができればなと

いうことをこれから構想としては考えているわけでございます。 

 具体的には、最近はタイに頑張って売り込みをやっておりますが、幾つか議論をしてお

ります。ただ、残念ながら、実際にこの契約に至ったものはまだございません。こういっ

たところも展開をしていきたいと考えてございます。 

 あとは、この人工衛星は、バスとミッションと言っておりますが、下の乗り物のところ

と上のセンサのところを別々に開発をしておりますので、バスの別にセンサを載せて、別

のセンサを積んだ人工衛星にも応用ができるものになってございます。これは光学の衛星

でございますけれども、レーダのセンサを載せたものもこの後開発をしておりまして、こ

ういったシステムの構築もできたということでございます。 

 委託先は一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構で、そこからいろいろな連携機関

とともに開発を進めてまいりました。 

 今回の評価検討会における評価でございますが、新興国における導入が期待されるコス

トパフォーマンスの良い衛星システムを構築することは我が国宇宙産業の国際競争力に非

常に有用であり、この事業目的は妥当であり、重量500kgというのも適切に設定されてい

る。 

 事業の成果としては、バスの構築、地上分解能0.5ｍ未満のセンサの開発を進め、「ＡＳ

ＮＡＲＯ―１」衛星を完成させ、軌道上で所期の目標を達成しており、高く評価できる。 

さらに、運用システムの自律運用の導入に運用コストを低減するという取組も達成してい



る。 

 また、適切に事業も遂行されている。 

 今後は、その実証の状況を分かりやすく定期的に公表するなどにより成果を示すことで

ビジネス展開につなげていくことが重要で、また、得られた成果が十分な国際競争力のあ

るものになっているか自己評価を行う、あるいは、ユーザーの声を踏まえた実証運用とフ

ィードバックを行い、更に改良すべき点を検討することにより、10年後、20年後を目指し

た性能設定のあり方など、将来の課題を示すことが望ましい。 

 こういうコメントをいただいております。そして、評点はＡ－20ページのとおりになっ

てございます。 

 今後の研究開発に関する提言といたしましては、このプロジェクトだけでなく、全体へ

の提言として、この左側のようなコメントをちょうだいしております。 

 内容としては、これまでの技術を継承しながら発展させるという点から、人工衛星の高

分解能化や高頻度観測、その高精度かつ高速な運用・処理・解析に資する技術の開発につ

いての検討が必要と考えられる。また、輸出が期待される国々のニーズに即した技術の開

発についても検討することが重要と考えられる。 

 具体的には、以下に書いてあるようなことが想定されるという提言をいただいたところ

でございます。 

 以上、Ａ．のプロジェクトにつきましては、ＡＳＮＡＲＯ―１という光学の衛星を開発

いたしまして、その打上、実証まで実現したということでございます。 

 続きまして、Ｂ．の説明に移ります。 

 Ｂ．は、光学ではなくて、レーダの衛星の開発でございます。 

 実施期間、予算総額は記載のとおりでありまして、この実施者は日本電気株式会社とな

ってございます。 

 この目的は、先ほどは光学でございましたが、光学衛星と併せてレーダの衛星を開発し、

しかも、高性能なレーダでありながら価格の安いレーダの衛星を開発すると。それを両方

とも用意をすることで、より海外への展開もやりやすくなるだろうということで、その開

発を行うというのがこの事業の目的でございます。 

 簡単にレーダの衛星のご説明をいたします。光学の場合はデジタルカメラのようなセン

サを積んでいるわけでございますが、レーダについては、レーダ波を人工衛星から発信を

いたしますが、それも真下ではなくて、斜めに向けて発信をいたします。そこから反射し

て戻ってくる電波を観測いたしまして、それを画像に解析をするという仕組みでございま

す。 

 斜めに当てるということで、かつ、人工衛星が軌道上を動きますので、縦長に当てると

いうことで人工衛星は動きながら通っていくということで、あたかも大きく口を開けてい

るレーダのように使えるということで、合成開口レーダという呼び方をしてございます。 

 また、斜めに当てて反射をしてきますので、表面の状態によって、鏡のように反射する



と向こう側に反射をしますので、返ってこない。鏡のようなところは真っ黒になり、むし

ろでこぼこがあるところの方が返ってくるというのがこの仕組みでございます。 

 特徴は、雲が出ているときも撮れるということと、夜間も撮れるという特徴がございま

す。他方、光学に比べると、どうしても鮮明な画像が撮れませんので、分解能は悪くなる

ということが特徴でございまして、いつでも撮れるけれども、分解能が悪い、あるいは何

があるかというのが鮮明に見えないというのが特徴でございます。 

 これを先ほど申し上げましたＡＳＮＡＲＯ―１のバスと同じバスに載せて、センサだけ

を入れ替かえるということの開発を実施いたしました。分解能は、先ほどは0.5ｍ──実

は0.46ｍだったのですが、今回は１ｍの分解能を目指して開発を進めてございます。 

 これを実現するためには、これは光学と違って電力をたくさん消費するものですから、

下側のバスも電力を増強するための改造が必要となってございました。そういった改造を

実施してございます。 

 目標は、その開発のために、センサの開発、バスの改造、そして、センサに載せるため

に一番心臓部となりますのが、レーダのパルスを発生させるＴＷＴＡという増幅器があり

まして、これをいかに小型にするかというのがポイントでございました。 

 あとは、短納期の仕組み、国内のロケットに載せる、こんなことを目標として開発を進

めてきてございます。 

 開発の進捗状況でございますが、まず、レーダについては、１ｍ以下の分解能の設計は

完了してございます。これはどこに位置するかですが、Ｂ－10ページのはこれはまた先ほ

どの分解能と重量の相関図でございます。これは光学の衛星とレーダの衛星と両方がこの

図に載っておりまして、オレンジの点線枠で囲ったところがレーダの衛星で、海外ではレ

ーダの衛星は非常に少ないのですが、レーダの衛星の中では分解能と質量のバランスでは

一番いい位置に来ていると理解をしております。 

 バスについては、先ほどと同じバスでございますが、電力量を増やすための設計改良を

行っております。 

 心臓部のＴＷＴＡ（Ｔｒａｖｅｌｉｎｇ Ｗａｖｅ Ｔｕｂｅ Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）と

いう、真空管の一種で、増幅器ですが、これをいかに小型化するかがポイントでございま

して、これの開発を進めてきてございます。これについては開発はほぼ終了して、所定ど

おりの性能が出ているという状況でございます。 

 全体の達成度でございますが、設計は終了し、バスは今製造中でございます。それから、

ＴＷＴＡも設計は終了し、これも今製造中でございます。 

 短納期の仕組みのところが実は予定どおり進みませんでして、一番大きかった理由は、

キーとなる部品で幾つかアメリカ製のものがあったのですが、それについて輸入の手続が

想定以上に時間がかかりまして、予定どおりの期間でできないということが発生をいたし

てございます。そういう意味では、全体的にプロジェクトが若干遅れてございます。 

 その他、ロケットとのすり合わせなどは順調に進んでいるということでございます。 



 これについては、先ほどの光学衛星と共通のバスを使ってラインナップができたという

ことでございまして、また、これを使ってシステムのパッケージ販売、あるいは複数の国

と連携をして運用をしていくということも、将来的には考えていきたいと思ってございま

す。 

 こちらの方は、ベトナムに輸出するということが事実上決まっておりまして、ベトナム

は雲が多くてなかなか光学では撮れないことが多く、むしろレーダの衛星が使い勝手がい

いということで、これは日本でまだ開発中ですが、日本で開発が順調に進んだ後には、ベ

トナムでも是非同じものを導入したいという話になってございます。 

 開発体制は、プライム（主契約者）は日本電気でございますが、レーダのセンサの部分

は三菱電機が開発をするという体制になってございます。 

 今後のスケジュールは、今、もう製造の最終段階に来てございますが、2017年度に打上

を行う予定で、今、鋭意、開発・製造を引き続き実施している段階でございます。 

 評価検討会のコメントでございます。 

 小型、低コスト、かつ高性能な合成開口レーダ衛星の開発は我が国宇宙産業の国際競争

力強化に極めて重要であり、目的・政策的位置付けは妥当である。 

 ＡＳＮＡＲＯ―１のバスに適合した設計としてバスの共通化を図り、低価格化と500kg

級衛星のシリーズ化を目指している点など、適切に設定されている。 

 研究開発の進捗は、レーダの心臓部ともいえるパルスＴＷＴＡを設計し、小型、省電力

で分解能１ｍ未満という高性能の小型Ｘバンド合成開口レーダの設計・開発が完了してい

るなど、部品調達の遅れによる継続中のものを除けば、個別事項は概ね達成されており、

順調な進捗状況であると言える。 

 今後、実施される予定の宇宙実証においては、衛星開発者目線とならないよう、ユーザ

ーとデータ利用方法を想定して行うようにすべきである。さらに、これまで研究開発を実

施したＬバンドＳＡＲ（ＰＡＬＳＡＲ）との観測特徴の比較や、ＡＳＮＡＲＯ―１衛星と

の協調観測についても検討すべきである。 

 以上のようなコメントをいただいたところでございます。 

 評点についてはこのとおりでございまして、５．のマネジメントのところが点数が低く

なってございますが、これにつきましては部品調達の遅延によって未達成となっている項

目があったということで、評価が低くなっているわけでございます。 

 提言については、先ほどと同じ内容でございます。 

 続きまして、Ｃ．でございます。Ｃ－１．は、今ご説明しましたＡＳＮＡＲＯ―１、Ａ

ＳＮＡＲＯ―２の地上の運用のシステムを開発するというものでございまして、これは複

数の衛星を統合的に運用するシステムを開発するという技術開発でございます。 

 金額その他は、平成24年度から約２年間で、予算総額はこの記載のとおりでございます。 

 このシステムの開発でございますが幾つかの要素技術に分かれてございます。目標の達

成度と合わせてご説明をいたします。 



 １つ目の項目が、自律自動複数衛星管制システムということで、複数の衛星が動いてい

くことなりをマネージメントするシステムということで、管制のマネジメント、衛星のリ

ソースのマネジメント、複数ある地上局のマネジメント、あるいはセキュリティなどのシ

ステムの開発をやってきているわけでございます。 

 そして、それぞれ所期の目標は達成をしてございまして、複数の衛星が今どこにあって、

どういう動きをしているのか、それぞれの複数の衛星がどういう撮像計画で撮像を行うの

か、また、その管制のための地上局のコントロールなどをするシステムの開発を実施して

きたわけでございます。 

 また、それに合わせまして、撮ってきた画像を処理し、アーカイブするシステムの開発

も行ってございます。 

 このシステムは既に完成しておりまして、今はＪＡＸＡの地球観測センターに設置をい

たしまして、先ほど申し上げましたＪＡＸＡが持っている衛星などに一部活用しようとし

ておりますが、今後、衛星が増える中で、より活用していく予定としてございます。 

 波及効果としては、運用の効率化というのが一番のポイントでございまして、これから

衛星が増えてきたときに、少ない人数で多くの衛星が運用できるというものでございます。 

 続いて、次のシステムのご説明をいたします。 

 Ｃ－２．は、更にその下流で使うものでございますが、衛星で撮ったデータを解読する

システムでございます。 

 この実施期間、予算総額、実施者は記載のとおりでございます。 

 このシステムは、これから衛星が増えますと、画像の量が非常に多くなってしまうもの

ですから、それを目で見ているととても追いつかないということが発生いたします。特に、

特定の目的が決まっている場合、例えば、特定の場所の地殻変動が起きているのかどうか

とか、特定の場所で例えばインフラの位置がずれているのかとか、植生がどう変わってい

るのかとか、水位がどう変わっているのかとか、何か決まっているものがある場合には、

そこを事前に登録しておいて、自動でその情報を抽出することができれば、かなり省力化

ができるわけでございます。それに向けた開発を実施いたしました。 

 実際に開発したものの中は幾つかのロジックなりシステムに分かれてございまして、そ

れぞれ所要の目標は達成をしてございます。イメージとしては、こういう画像が撮れたと

きに、建物なり道路なりに抽出をしてするというアルゴリズム（計算処理手順）を開発し、

また、それが実際に何なのかという判読もできるようにしてございます。平均で、光学と

レーダで違いますけれども、８～９割ぐらいの正確性で判読ができるというところまで達

成をできてございます。こういう事例を載せてございます。 

 あとは、被覆率の判読をするなどといったこともしてございまして、多くの利用者がこ

ういう形で地上で判読できるものの開発ができたということでございます。これについて

は、日本でこういう衛星を持って運用しようという事業者が出てきた場合に、是非これを

活用して競争力強化に役立てていきたいと考えてございます。 



 評価といたしましては、前半の統合運用システムについては、ＡＳＥＡＮ各国で衛星を

それぞれ持って統合的に運用しようという場合に有効なのではないかという評価でござい

ます。ただ、どの程度優位性があるのかというのは、数字データが余り示されていないの

で、不透明なところもあるというコメントもいただいております。 

 時間がないので、少しはしょってご説明をさせていただきます。 

 最後に、Ｄ．「可搬統合型小型地上システムの研究開発」でございます。 

 これは期間を少し長く、平成21年度から５年間かけてやってきたプロジェクトでござい

ます。これは、タイトルは可搬型となってございますが、先ほど申し上げましたＡＳＮＡ

ＲＯ―１、ＡＳＮＡＲＯ―２の衛星の地上システムの開発を進めてきたプロジェクトでご

ざいまして、こういうトラックに載せることも念頭に置いてございますが、トラックに載

せない部分の開発もやってきてございまして、狙いは、先ほど申し上げましたように、Ａ

ＳＮＡＲＯ―１衛星をいかに少人数で運用できるようにするかという狙いで開発を進めて

まいりました。 

 中の要素技術は４つ入ってございまして、Ｄ－６ページの一番上はいかにコンパクトに

して可搬型に載せるかというものでございますが、下の方はむしろ省力化のための技術で

ございます。これはいずれも当初目標としたものは達成ができてございます。 

 まず、トラック型に載せるというシステムも開発ができましたし、それに載せるための

ソフトウェアの開発もできたということと、（３）が重要なポイントでございますが、衛

星から降りてきた生データを画像に変換をするというところで、自動的に変換をするアル

ゴリズムを開発いたしまして、光学補正、幾何補正といった補正を自動で行うというシス

テムの開発も成功してございます。 

 最後に、評価検討会でのコメントだけご紹介いたします。 

 この開発した画像の高速処理や撮像計画策定の自動化を可能とすることなどにより、運

用の飛躍的な省力化、低コスト化を実現するものであり、国際競争力の観点から重要であ

る。その成果は、ＡＳＮＡＲＯ―１衛星の実証運用に活用されるなど、所期の目標を達成

できたことは評価できる。 

 他方、小型の可搬統合型システム、画像統合運用システム開発については、通信インフ

ラが不十分な地域での活用や災害時等のバックアップとしての活用が想定されるが、普段

のメンテナンスコストが必要になるなど課題も多く、事業化・波及効果が見込めないので

はないかという意見もあり、考え方については少し辛口なコメントもちょうだいしたとこ

ろでございます。 

 以上、駆け足になりましたが、最初のＡＳＮＡＲＯプロジェクトに属します４つのプロ

ジェクトについてご説明させていただきました。 

 以上でございます。 

○小林座長 

 どうもありがとうございました。 



 それでは、ただいまから、個別にＡ．～Ｄ．について１つずつ、ご意見、ご質問をいた

だいて、評価を決めて、次に行きたいと思います。 

 Ａ．は光学衛星、Ｂ．が合成開口レーダ、Ｃ．が統合システム、Ｄ．が可搬型で、全体

としてはそういうＡＳＮＡＲＯのシステムになっているということです。 

 では、最初のＡ．「小型化等による先進的宇宙システムの研究開発」について、ご質問

あるいはご意見をお願いいたいと思います。 

 では、森委員、どうぞ。 

○森委員 

 光学衛星は確かに分かりやすい例ですが、この場合、特に農業とか植生を見るには、赤

外領域のセンサが非常に重要だと思いますけれども、波長帯についてはどの程度までカバ

ーされる予定があったのか。まず、そのあたりからお聞かせ願えればと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 基本的には可視以降がメインでありまして、近赤外も一部載ってございますが、メイン

はもともと可視光を念頭に置いて開発をしてございます。 

○森委員 

 光学センサをどの波長帯までカバーするかという時点で、目的はかなり限定される、あ

るいは、目的と一体化してくるわけですね。その意味でいけば、可視光を特に見たいとい

うことは、都市部とか地形などの方がメインだったと、あらかじめそのあたりが頭にあっ

たということでよろしいでしょうか。植生とか水資源などを見る場合には、波長帯を変え

た方がよくわかるという指摘が前回ございましたね。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 メインは、おっしゃるとおり、そういうところというよりは、災害対応も含めて、どち

らかというと、植生なり水資源をメインに置いたものではもともとなかったと理解してお

ります。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。太田委員、どうぞ。 

○太田委員 

 このようなプロジェクトは、小型でコストを安くつくるとかというのが１つのターゲッ

トだと理解をするのですが、例えば、経済産業省の関係で言うと、二次電池とか燃料電池

というのが世界的に言うと日本は進んでいるはずですよね。その技術をこういうものに反

映して十分できているかどうか。外から見ていると必ずしもそうなっていないようにも見

えるのですが、そういうところはいかがですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 今まで、ＳＥＲＶＩＳ（宇宙産業技術情報基盤整備研究開発の宇宙実証衛星）とかＵＳ

ＥＲＳ（自律帰還型無人宇宙実験システム）とかをずっとやってきたのですが、その中で、

リチウムイオンバッテリーを開発してまいりました。 ＡＳＮＡＲＯ－１ではその成果が



生かされて載っていると考えています。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 日本製のリチウムイオン電池を積んでございます。 

○太田委員 

 この期間の中で、小型化のためにリチウムイオン電池を、それがいいかどうかは別だと

思いますけれども、開発した要素はなかったのですか。民生用のものを持ってくれば、そ

のまま使えたのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 いえ、先ほど言いましたように、以前にＵＳＥＲＳとかＳＥＲＶＩＳという一連の衛星

を開発してまいりまして、その中で、リチウムイオンバッテリーなどを開発して、要素自

体はそれを生かしているということなので、ＡＳＮＡＲＯではリチウムイオンバッテリー

の利用はしておりますが研究開発はしておりません。どちらかというと、光学センサ、そ

して小型のバスの標準化を図る、そういうところに力点を置いて開発をしてまいりました。 

○太田委員 

 燃料電池の方がいろいろなところで使える要素もあって、燃料電池の発端も宇宙開発か

ら始まっていますよね。そこから民生用に実用化がおりてきているわけですけれども、逆

をいったときにどうなのかなと。小型だから使えるかどうか。その辺が私もよくわからな

いのですが。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 ご質問の趣旨は理解しました。そういう意味では、このプロジェクトを始めるときは、

高性能なものをできるだけ小さくして安くつくろうということで、アーキテクチャー自身

を全部見直そうということで始まりましたが、他方で、余り時間をかけては、どんどん新

しいものも他国から出てきてしまうので、今、ある程度手に入るものを組み合わせて設計

しようという発想で進めておりますので、このために部品から新しく開発するというとこ

ろまでは、このプロジェクトではやっておりません。 

 それから、おっしゃったように、個別の中では、燃料電池がどうなるかはわかりません

が、より高性能だけれども高いものを使うのか、あるいは、ある程度の性能で安いものを

使うのかというのは、中では検討はしておりますが、結果的には、すごい最先端のものを

使うということにはなっていないと理解しております。 

○太田委員 

 経済産業省らしいプロジェクトをやるのかと思ったので。コメントです。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他はいかがでしょうか。どうぞ、西尾委員。 

○西尾委員 

 ２つございます。 



 １つは、Ａ．のプロジェクト、あるいはＢ．のプロジェクトもそうですが、安価という

ことと短納期というのが国際競争力で重要だというご指摘ですけれども、短納期について

は、こういうことでやるということですが、安価というのはどういう形で目標を設定され

ているのでしょうか。当然、時間がたてばたつほどコストは下がってくるでしょうし。で

すから、どのくらいのときにどういう目標というのがあるのか。 

 もう１つは、Ａ．のプロジェクトの新しい仕組みというところで、新しい参入企業を含

めた形でアーキテクチャー（設計思想）を構築していくという話があったわけですが、企

業名はいいのですけれども、具体的にどういう形で新しい企業あるは中小企業を巻き込ん

でいったのか。その辺の仕組みについて教えていただければなと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 価格は確かに難しいところがございまして、当時の他国の衛星の価格などを、当然、統

計などはございませんので、マーケットに詳しい者から聞いた中で、それに十分対抗でき

るだろうということで、一定の数字を念頭に置いて開発を進めてきてございます。ただ、

当然、それは他国も開発を進めてきますので、どこまで達成できたかというのは年によっ

て変わってくるのは仕方ないところはございますが、最後は国際マーケットの中で評価を

されていくのかなと考えてございます。 

 現時点では、光学の方は、正直言いますと、この性能で海外からも、この分解能は46c

ｍでございますが、輸出できるものとして提供している国は今はほとんどないというのが

実情でございますので、現時点ではそれなりの魅力のあるものにはなっているのではない

かなと理解をしてございます。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 日本電気の平田と申します。中小企業活用の例といたしましては、例えば、ＡＳＮＡＲ

Ｏ―１、２ともにバスの部分でＸ帯のアンテナのところに使われる駆動部分について中小

企業に委託をしておりまして、そこで宇宙品質が求められるところがあるので、そこはこ

ちらから指導をした上で、そして、その企業にとっても競争力を付けていただくというこ

とで進めておりまして、そういった部分的なところではありますが、活用をさせていただ

いております。 

○小林座長 

 他はよろしいですか。 

 私の方からですが、Ａ－14ページの海外展開への可能性の図ですけれども、評価検討会

委員の意見にもありましたが、ユーザーのニーズをとらえてといったお話がありましたけ

れども、この中で今非常に有望だと見られる地域や国は特にございますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 この資料はちょっと古くて、これらの国とは議論が、残念ながら終わってしまったとこ

ろもありますし、継続的にやっているところもございますが、今、一番有望なのはタイで

ございまして、こういうスペックのものには非常に関心を持っていただいております。 



○小林座長 

 では、そういう可能性がかなり期待できると。 

○岩松大臣官房参事官 

 軌道上実証を行うときに、実運用を想定した実証というのは非常に有効だと思います。

防衛省と連携を取ってやっているということですが、撮像能力、画質、変化抽出などにお

いて、どういうフィードバックがなされていますでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 防衛省と始めたのは今年度からでありまして、今、３月の終わりということで、防衛省

の方で評価結果をまとめていただいているところでございますが、ふだん話をしていると

ころでは──どこまで具体的に申し上げていいかですが、画質等、想定したところをちゃ

んと撮れるか撮れないかという観点では、高い評価をいただいているとは感じております。

ただ、今まさに３月終わりですので、最終的にはまとめをしていただいていると理解をし

ております。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。高橋委員。 

○高橋委員 

 ２点あります。 

 １つはＡ．についてで、相手国のセクター（部署）というのは、官になるのですか、そ

れとも民間企業等になるのか、国によって違うのか。産業構造がわからないので、その辺

をまず教えていただけますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 今のところ、関心を持っていただいているのは、やはり政府あるいは政府関係機関でご

ざいます。 

○高橋委員 

 それから、売り方というのも、官に売るというのは特殊なパスだったりということがあ

ると思いますが、今は技術的にはこういう形で完成に近づいているのだと思いますけれど

も、今後の展開はどのように考えていらっしゃるのでしょうか。 

 というのは、コメントですが、こういうスモールコミュニティで、二国間協力などで技

術者・研究者レベルのネットワークというのはとても強いと聞いています。そうすると、

例えば、日本のこちらにかかわっているアカデミックな人たちと相手国の当該分野の研究

者の人たちとのやりとりにこういうものが少しオンされていくと、それで信頼性が高まる

ので、そのことによってもポンと話が進むというのは比較的聞く話なので、そういうパッ

ケージで物を考えられているのかどうか、いかがでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 それはご指摘のとおりでありまして、先ほども申し上げましたが、タイの件で事例で言

いますと、民間側のアプローチと並行して、政府ベースでのアプローチも実はやっており



ます。というのは、人工衛星と併せてこれをどう活用するのかという、利用側のことも併

て導入をしないと使い切れないということもありますので、その利用側のノウハウも含め

て、人材育成などについても日本が協力する用意があるよということも、政府ベースで働

きかけをしながら、また、民間ベースからの売り込みもするということをやっておりまし

て、その際、今おっしゃったように、例えば、大学での付き合いなどもかなり有効であり

まして、政府ベースで働きかけをする場合には、東京大学の先生などを連れて行きまして、

その先生からも、日本側としてはこういう人材面での共有ができるといったことも言って

いただくようなこともしながら、チャンスを広げるという活動は今してございます。 

○高橋委員 

 ありがとうございます。２点目ですが、４つの事業に共通なのですけれども、これは特

許出願は余りなされていないのでしょうか。論文は何件か出ていると資料３の方の評価報

告書にはあるのですが。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 Ａ．の方からですが、具体的には、メーカーとしてはＮＥＣ（日本電気）が製作したの

ですけれども、要素としては、地上の固有部──地上系のソフトウェアなどの方で３件、

衛星として２件、合計５件の関連技術での特許申請をしています。ただし、衛星をつくっ

ているメーカーですから、他の事業や開発の成果があり、それらを合わせて全体として一

つの特許として形をなしているということなので、具体的に本事業で直接成果を特許化し

たというものはございません。この開発に関連した技術内容で特許にしているのが５件で

あると考えてください。 

○高橋委員 

 ありがとうございます。どこかにきちんと書いていらっしゃるのですね。私が見落とし

ているだけですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 済みません、直接の成果としてではなく関連している特許でしたので記述しておりませ

ん。論文数は27件です。 

○高橋委員 

 特許出願を出されていれば結構ですし、ない場合に、特段の理由があれば教えていただ

きたいと思います。個々に件数は何件ですかということは質問の趣旨ではないですので。 

○小林座長 

 ありがとうございました。時間が押しています。Ａ．の事業に関する評価については、

ご質問に対して的確に答えられていると思いますが、全体としては非常に達成度も高く、

技術的な精度も極めて高いところが達成されたことは非常に高く評価できると思いますの

で、海外のユーザーというのを１つのターゲットとすると、それに向けて今後どうこれを

開拓していくかというのをご議論あるいはご検討いただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 



 それでは、引き続き、Ｂ．の「超高分解能合成開口レーダの小型化技術の研究開発」に

ついてのご意見、ご質問をお願いいたします。 

 では、亀井委員。 

○亀井委員 

 海外からの部品調達が延びたので、全体のスケジュールが遅延したという話ですが、こ

れは具体的にどの部品だったのでしょうか。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 幾つかあるのですが、その中で代表的なものといたしましては、米国からのＴＷＴＡは

かなり高電圧の部品を使うものですから、そこが手続上で困難なところがあって、そうい

う部分が主に遅れた理由でございます。 

○亀井委員 

 それは完全に手続上の話であって、特段の問題があってストップがかかったということ

ではないのですね。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 技術的に何か問題があったということではなくて、手続上の審査などで時間を要したと

いうことでございます。 

○小林座長 

 ありがとうございます。 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 

 Ｂ－12ページで、パルスＴＷＴＡの開発というのは、この小型化したものをつくるのと、

特に省エネルギー、省電力化の両方を達成するのは大変だったろうなと思うのですが、先

ほど燃料電池の話がありましたけれども、電源開発については特に必要なかったのですか。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 電源はそのままＡＳＮＡＲＯと同様のものを使っております。その中で、パルスのＴＷ

ＴＡということで、こちらの電波の出し方の手法を、通常は連続波で電波を出すのですが、

それに対してパルス──矩形の波形ですが、そういった形で時間的に送信と受信のタイミ

ングを分ける意味もあるのですけれども、そういったところで出力の電力の平均を下げて、

これぐらいのサイズで実現しているということです。 

○森委員 

 パルス化することが１つの鍵だったということですか。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 そうです。 

○森委員 

 それからレーダで、これは必ず光学系とセットで何か情報を抽出するという形ですよね。

しかし、光学衛星の方の情報とリアルタイムで、２つの情報はラグ（遅延時間）なしに来



ないはずですから、そうすると、動いているものを観測するのは結構難しいのではないか

なと思いますが、時間的な解像度についてはどの程度のラグまでは許されるのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 それは多分用途によると思います。ぱっと動いてしまうようなものは多分向かないと思

います。ただ、一日一日の変化を見たいというときに、曇りの日、雨の日、あるいは夜に

見るという意味では使える、そういう用途かと理解をしています。 

○森委員 

 そうしますと、例えば、洪水とか山火事などは余り向かなくて、もう少しじっとしてい

る相手に向いているということでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 いえ、洪水も、これを何機飛ばすか、あるいは、先ほど統合運用の話をいたしましたけ

れども、何機の衛星を連携させて運用するかにもよると考えます。そのあたりが世界中で

の課題でもありまして、できれば、そういう同様の衛星を持っているところが連携をして

撮るような仕組みをつくっていこうというのが大きな方向性でございます。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。 

 私の方から、先ほどと同じような質問ですけれども、今、世界的にかなり有望なマーケ

ットみたいなものはございますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 これは実はまだ上がっていませんで、先ほどの部品の調達の話もありましたが、予定よ

り遅れておりまして、今、2017年に打上を予定しておりますので、それが上がってみない

と本格的な海外への商談にはならないと思います。ただ、先ほど申し上げましたように、

ベトナムは雲が多いということもあって、非常に興味を持っていただいていますし、事実

上、買ってくれそうな状況になっていますので、少なくとも１国はそういう状況になって

いるということです。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。 

 全体としては、このＴＷＴＡが若干遅れていることもありますが、技術の難度からいっ

て、先ほどの例えば光学衛星と比べて、かなり難しいという理解でよろしいのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 済みません、私は技術の専門家ではありませんが、Ｂ－10ページの図ですけれども、こ

れは私どもがプロットしたものでございますけれども、赤の点線で囲っているのがレーダ

で、他は全部光学です。レーダは世界的にもそれほど数も多くないので、難しいのではな

いかと私自身は思っておりますが、いかがでしょうか。 

○質疑応答者（日本電気株式会社宇宙システム部主任） 

 レーダ衛星は、こちらに示しているとおり、基本的にかなり大きなもので、１トン、２



トンクラスのものが今まででした。それに対して、小型化するというのは、先ほどのお話

にあった電力という点でかなりつらい部分がございまして、それをパルスのＴＷＴＡとい

う手法を使ったりして小型で省電力を達成したということでは、バランス良くと言います

か、シュリンクするいい方向で行っているのではないかなと思っております。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他は特によろしいですか。 

 これは中間評価ということで、若干遅れもありますけれども、目標に向けて着実に進展

をしていると思いますので、引き続き研究開発に注力していただきたいと思います。 

 それでは、次に、Ｃ．の「小型衛星群等によるリアルタイム地球観測網システムの研究

開発」です。これは終了時評価になります。ご意見あるいはご質問をお願いいたします。 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 

 一番素朴な質問ですけれども、こういうシステムというのは既に衛星でたくさん実績の

ある米国などにありそうな気がするのですが、特に今回、日本でこれを開発する必要性と

いうのは、安くするとか、そういうことがあったのでしょうか。衛星をたくさん入れれば

当然こういう話になると思うのです。 

○質疑応答者（宇宙航空研究開発機構衛星利用運用センター長） 

 ＪＡＸＡの内藤でございます。確かに委員のご指摘のとおり、米国等では複数の衛星を

運用しているシステムがあるのですが、それは事業者が自分の衛星を運用するために自分

の衛星を使っているということであって、ここでご提案しているような東南アジアに我が

国の衛星を輸出して、それを統合的に使おうといった、そういうコンセプトでの、製品化

という形でのものはないと考えてございます。 

○小林座長 

 済みません、また私から同じような質問で申し訳ありませんが、Ｃ－４ページで、政策

的な位置づけとして、ベトナム、タイをはじめ、ＡＳＥＡＮ各国の防災や農業管理等のニ

ーズが非常に高いのではないかということだろうと思いますが、このあたりを中心にこれ

も対象を考えているということでよろしいですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 できれば、こういうシステムがあるので、複数の国でそれぞれ衛星を持って、それを統

合的に運用することで、例えば、２台であれば、普通であれば２時間に１回回ってくるも

のが１時間に１回回ってくるとかということになりますので、頻度を上げるということは

できますので、そういう意味で、是非海外に日本の衛星を売っていく一つのせりふにはし

ていきたいと思っておりますけれども、今のところ、先ほど申し上げましたように、ベト

ナム以外ではタイなどで話は進んでおりますが、まだ結実はこれからという状況でござい

ます。 



○小林座長 

 ありがとうございます。 

 済みません、もう１つ私の方から、ＪＡＸＡのシステムで統合的にやっておられるとい

うお話でしたね。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 ＪＡＸＡでもこれは活用してございますが、いずれは、ＡＳＮＡＲＯ衛星などを中心に、

場合によっては日本で民間の事業者がこういう衛星を運用する、あるいは海外と組んで運

用するということも、産業としては新しいビジネスとして出てくるということは期待をし

てございます。 

○小林座長 

 なるほど。 

 他にいかがですか。西尾委員。 

○西尾委員 

 画像自動判読システムですが、この宇宙産業全体にかかわると思うのですけれども、実

際に衛星などを売っていく場合に、サービスはどういうことに使えるかということを分か

りやすく訴えていかなければいけない部分はあるかなと思いますが、例えば、Ｃ－43ペー

ジに事業化のロードマップというのがありまして、その後、サービスの例などが幾つか出

てくるわけですけれども、こういったサービスを検討するというのは、私はよくわかって

いないのですけれども、この事業化のロードマップというのは、実際に打ち上がってから

考えますということなのか、あるいは、今もうアプローチをいろいろとしているわけです

から、当然、並行してやっていっているのだろうなと思うのですが、この事業化のロード

マップというのはいつから、既にやっているのであればどういうところをやっているのか。

その辺についてお話しいただければと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 これも先ほど申し上げましたことと関連いたしますけれども、日本では、民間の企業で

こういう地球観測衛星を自ら保有してデータなりサービスをするという事業者が、ごく一

部出始めておりますけれども、今はほぼ皆無でございます。 

 海外では、アメリカやヨーロッパにはそれぞれ、民間でありながら人工衛星を持って、

データを売る、あるいはサービスを提供するというビジネスが既にもうかなりの歴史をも

ってありますし、むしろアメリカでは、どんどん新しい会社がそういうところに参入をし

てきているという状況でございます。 

 そういった中で、政策的には、これから特にアジアなり新興国を中心に、こういう画像

に対するニーズは拡大してくると考えてございまして、日本でもこういうことをビジネス

としてやる会社が出てきてほしいと考えております。そのベースになるのは、今はＪＡＸ

Ａの衛星なり、あるいは、今、私どもが実証し運用していますＡＳＮＡＲＯ衛星を私ども

から受託をして運用している会社、それはもともと測量関係の会社が航空写真を使った画



像提供なりをやっている会社がありまして、そういうところがいずれは衛星の運用をして、

グローバルに画像ビジネスをやっていくということを期待しております。 

 ここで開発した成果はそういう企業がそれを使いながらビジネスとしてやっていくこと

を期待しておりまして、こういう構想を持って、今既に上がっている我々のＡＳＮＡＲＯ

衛星やＪＡＸＡの衛星を使いながら、アジアなり国内のお客さんと既に話を始めている事

業者もございますので、是非それを後押ししていきたいと考えております。 

○西尾委員 

 ユーザーの考え方として、衛星から取ってくるデータを使う人と、私はびっくりしたの

ですが、チョコレートのマース（ＭＡＲＳ）というのは昔から衛星を使っているし、ＣＣ

ＩＡ（？）も使っているとか、いろいろ本に書いてあったのですが、打ち上げた衛星を使

うというのはありますけれども、衛星から取れるデータを使うというところのユーザーを

増やしていかないと、実際に衛星を打ち上げてというところまではいかないのかなと思う

ので、その辺も何か考えていただければなと思います。 

○小林座長 

 ありがとうございます。 

○岩松大臣官房参事官 

 これは従来のＪＡＸＡ衛星のような、衛星ごとに地上システムを構築するやり方からビ

ジネスモデルの転換だと思うのですが、統合したシステムの開発要素があるのか、あるい

はそれを統合して運用することに意義があるのか、このプロジェクトの目的はどちらにな

るのでしょうか。 

○質疑応答者（宇宙航空研究開発機構衛星利用運用センター長） 

 今回のシステム自身は、新たな技術的な要素を開発してつくったというよりは、そうい

うコンセプトで、既存の技術の組合せではありますけれども、ＡＳＮＡＲＯを初めとする

我が国の衛星、あるいはＪＡＸＡの衛星といったものを統合して運用できる、そういう仕

組みにつくり上げたというところにポイントがあると考えております。 

○小林座長 

 ありがとうございました。時間が足りないので、これでＣ．の事業を終わりにしたいと

思います。 

 今の話をまとめますと、統合システムあるいは画像判読、どちらも新しい民間での応用

が期待できますので、それをどこまで経済産業省がやれるかはわかりませんが、それに向

けてぜひ引き続き努力をいただきたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、最後に、Ｄ．の「可搬統合型小型地上システムの研究開発」です。これも終

了時評価になります。 

 ご質問、ご意見をお願いいたします。森委員、どうぞ。 

○森委員 

 こちらの地上局の方が可搬型して小型化するというのは、どういう場合に一番のメリッ



トがあるとお考えでしょうか。この図はトラックですけれども、直感的には船舶のように

もともと固定基地のない場合の方が意味がありそうな気がするのです。これはどういうケ

ースを一番想定されたのでしょうか。 

○質疑応答者（株式会社パスコ衛星事業部顧問） 

 これは基本的には、災害等が発生した場合に、今、ＪＡＸＡも既存の衛星を使って、神

戸とか東北の震災が起こったときに観測してサービスをしていますが、災害が起こったと

きには通信回線がダウンして、現地の人たちが災害の情報を理解するというのがなかなか

困難だということで、トラックで衛星にコンタクトできて、ここを撮りたいという指令も

できるというものがあれば、画像処理もして、地図も作れる、そういうものがあれば現地

にトラックですから行けます。 

 道路がだめなときには近くまでしか行けない可能性もありますが、原則的には災害対策

本部のところに横付けできるという想定にしておりまして、現地の行政官の人に、ここの

道路は崖崩れで通れない、でも、小さな車は通れるとか、そういうルートの発見とか、そ

ういうこともできるようにするために、トラックに全ての機能を載せたというのが目的で

ございます。 

○森委員 

 震災の場合には、衛星の通信回線は割と早めに復旧して、信頼性に関しては優秀だった

わけですが、特に衛星からのデータを直接受けないと間に合わないというケースが幾つか

想定されたということですか。 

○質疑応答者（株式会社パスコ衛星事業部顧問） 

 そうですね。時間が勝負といわれていますから。例えば、東京でデータを受信して処理

して、その結果を現地に必ずしも衛星を使ったからといってデータ伝送できるわけではあ

りませんので、現地の要望も聞きながら処理をすることが重要かと思っています。 

○森委員 

 わかりました。そういう意味では、日本よりもっと広い国の方がもっと大きな意味があ

りそうな感じがいたしますね。 

○小林座長 

 ありがとうございます。 

 他はいかがでしょうか。特によろしいですか。 

 この評価コメントにもございましたように、「通信インフラが不十分な地域での活用や

災害時等のバックアップとしての活用が想定される」と。ただし、「メンテナンスコスト

が必要になるなど課題も多く……」と書いてございますが、目標としては的確だとは思い

ますけれども、今後どうやって運用していくかについては、コストも含めて、ご検討をき

ちんとしていただければと思います。 

 それでは、以上で、最初のＡ．～Ｄ．の事業については評価をこれで終了させていただ

きたいと思います。ありがとうございました。 



 引き続き、Ｅ．、Ｆ．をやっていただいて、その後に休憩を入れたいと思います。 

 それでは、Ｅ．「極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム、次世代合成開

口レーダ等の研究開発」、事業Ｆ．「石油資源遠隔探知技術の研究開発」の審議に入らせて

いただきます。 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、説明を14分でお願いします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 Ｅ．の事業、ＡＳＴＥＲ/ＰＡＬＳＡＲ等の研究開発でございます。これはＥ．とＦ．

がセットでございます。Ｅ．の方はハードの開発・運用で、Ｆ．がそのデータの解析など

になってございます。 

 このセンサは非常に歴史的なセンサでございまして、昭和62年度からずっとやっており

まして、既にトータルでは300億円近くを使ってございます。このセンサは資源探査のた

めのセンサで、可視に加えて、赤外に幾つかの波長を持ってございます。歴史的には、昭

和の終わりから調査を始めて開発を行いまして、打ち上げたのは平成11年で、運用開始が

平成12年でございまして、ＮＡＳＡの衛星に私どものセンサが載っております。打ち上げ

てから既に14年たってございますが、まだ元気に動いておりまして、引き続き運用をして

おります。 

 ＰＡＬＳＡＲも載っておりますが、ＰＡＬＳＡＲ自身はもう止まっております。これに

ついてはデータの利用だけになってございますけれども、同じ中でやっておりましたので、

載ってございます。 

これはもともとの運用の期間を過ぎて今運用をしておりますが、引き続き動いているので、

ちゃんと維持していこうということで、軌道上でちゃんと動くということを確認をし、校

正を行い、問題があれば対処するということがこのＥ．の事業でございまして、定期的に

テレメトリーデータを見たり、校正をしたりということをやってございまして、この評価

の対象期間、平成23～26年についても着実に実施をしております。 

 波及効果などはＦ．のところでまとめてご説明をいたします。 

 評価検討会のコメントでございます。 

 「ＡＳＴＥＲについて15年間運用を継続しているというのは驚異的な成果であり、長期

にわたって正常な運用を続けてきたことは高く評価できる。この間、ＡＳＴＥＲデータの

継続的・安定的な利用と蓄積を可能とすることにより、石油資源の探査等において多くの

成果をあげてきたと言える。」 

 「今後は、衛星リモートセンシングデータに対するニーズの拡大や海外の競合するリモ

ートセンシング衛星の状況を踏まえ、アーカイブデータも含め、他分野での活用など、よ

り広いユーザーに活用してもらう方策を検討すべきである。」 

 さらに、本システムで蓄積したデータの評価等を踏まえ、次世代のセンサ開発に是非つ

なげていただきたい。」 



 こういうコメントをちょうだいしております。 

 評点については、このとおりで、高い点数をいただいたと理解をしてございます。 

 以上がＥ．でございまして、Ｆ．が、今ご説明いたしましたＡＳＴＥＲデータを利用し

た解析等の研究でございます。 

 成果の方でご説明いたしますが、分野ごとに研究を行っておりまして、１つの分野が石

油ガスなどの資源探査でございます。これも従来からやってきてございますが、ユーザー

の要望に応じまして、石油資源の採掘可能性のある地域において事例研究を行ってござい

ます。これまではトータル57件でやってございますが、平成23年度からこの評価対象期間

については16件の事例研究を実施いたしました。 

 事例研究の場所は、この表では括弧書きで書いている地域でございますが、最近では、

コールベットメタン（ＣＢＭ）やシェールガスといったところも含めて、あるいは、ガス

田といったところも含めて、事例研究を行っております。 

 それに加えまして、そういった資源探査に必要な情報を抽出するためのアルゴリズムの

開発も進めてきてございます。これはもう大分つくってきたこともありまして、この評価

対象期間では４件の開発を行いました。内容としましては、例えば、オイルスリック（海

面に広がる油膜）の判別をするための開発的手法ですとか、資源とは少し離れますが、植

林ＣＤＭ（クリーン開発メカニズム）に資する植生変化を解析する手法の開発なども行っ

てございます。 

 それから、利用研究とは少し離れますが、他の用途にデータを使いたいという国内から

の要望もありますので、そういうことに資するように、定常的に観測をしてございます。 

 これは観測を着実にやりましたということでございますが、その観測されたデータを注

文に応じて処理をして配布をしてございます。これは年度ごとの配布の数なども示してご

ざいますが、左下がＡＳＴＥＲのデータの配布数でございます。一時増えて、近年、少し

減ってきている状況にございます。合計で、平成23～25年には７万シーンの配布をしてお

ります。 

 それ以外に、共同研究をしています産業技術総合研究所におきまして、このデータを更

に加工いたしまして、３次元化をしたＤＥＭ（数値標高モデル）なども整備をし、配布を

行っております。ＧＤＥＭという名前にしておりますが、ＤＥＭなり、オイルスリックの

データベースなり、こういったものも作成をして配布をしてございます。 

 こういった事例の結果、どういう波及効果が得られたかということでございますが、実

際に油田開発などにつながった例もございます。例えば、イラクでの地質解析などでは、

油田開発につながったと聞いてございます。また、Ｆ－12ページの一番下に書いておりま

すけれども、20以上の事例について、鉱物資源の方では鉱区の取得につながっておりまし

て、こういった成果が出てございます。また、一般のユーザーからも幅広く要望を得て配

布をしているところでございます。 

 評価検討会のコメントでございます。 



 石油ガス田の開発や鉱区取得につながった例など、成果をあげている点は高く評価でき

る。 

 また、ＧＤＥＭ、オイルスリックデータベースなど、様々なプロダクトを作成し利用者

に配布しており、関連分野の産業活動及び科学研究に貢献している。 

 なお、ＡＳＴＥＲは引き続き多くの分野での活用を期待され、今後も運用を継続すべき

であるが、その運営についてはより省力化、効率的運営を検討すべきである。 

 米国のＬＡＮＤＳＡＴでは2008年よりデータの無償配布が開始されるなど海外衛星にお

いてはデータの配布ポリシーが近年変更になっている。ＡＳＴＥＲ等で取得したデータに

ついても、より広い分野での活用が期待され、今後はその配布を無償化するなど、ユーザ

ーの拡大に向けた見直しを行う必要がある。 

 また、現在開発中のハイパースペクトルセンサの観測データの処理についての研究開発

は、本事業の経験を十分に踏まえて推進するべきである。 

 このようなコメントをいただいております。 

 評点については、このとおりでございます。 

 以上に補足いたしますと、このコメントが出た背景には、現在、ＡＳＴＥＲのデータの

配布は有償で行っておりまして、１枚約１万円の値段を取って配布をしておりまして、世

界的には、ＬＡＮＤＳＡＴのデータが無償化をされており、どちらかというと知的基盤と

して広く活用してもらおうという発想で、アメリカは無償配布にしているのだと思います

が、そういう流れもあり、また、石油鉱物ではかなり研究もやってきたということもあっ

て、そろそろ運用も含めて見直したらどうかというのがこの背景でございます。 

 以上でございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、今のＥ．とＦ．それぞれについて、ご意見、ご質問をいただいた後に評価を

確定したいと思います。 

 最初はＥ．です。「極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム、次世代合成

開口レーダ等の研究開発」の中間評価です。 

 ご意見、ご質問をお願いいたします。森委員、どうぞ。 

○森委員 

 これは15年間成功しているというのは本当にすごいことだと思います。それで、これは

これまでのものと違って、安くつくるとか、そういうことは最初から課題に入っていない

ようですが、これこそたくさん飛ばせば、衛星軌道はたくさんあった方がくまなく探査で

きるはずなので、たくさん飛ばして安く提供する、あるいはたくさん提供する、そういう

視点は開発の上で何かございますでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 開発したのはかなり昔なので、もしかしたら間違っているかもしれませんが、私の理解



では、これは資源探査がメインですので、即時性を余り必要とされない用途だったという

ことで、たくさん上げて間隔を狭くしようという発想でもともと開発したものではないと

理解をしております。 

○森委員 

 私は地球温暖化にかかわっているものですから、衛星による観測データがこの分野の研

究にものすごく貢献したということ、しかも、後で出てくる無償ということもあって、知

見が非常にたくさん出てきた経緯を承知しています。その場合には、資源のありそうなと

ころを探すというよりは、地球上をくまなく観測したデータが非常に大きく貢献したとい

うことがございます。 

 特に、極地の氷の厚さとか、そういうところにはすごく貢献があったわけですが、その

意味では、一見、資源が余りなさそうなところのデータもあった方が、結局、世の中には

役に立っていたということを考えますと、これから先は、安くてたくさん飛ばすというこ

とが意味があるのかなと思った次第です。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 今、委員がご指摘された趣旨も、評価検討会であった趣旨と近いところがございまして、

資源を狙った研究はもうかなりやったので、そういう幅広いニーズも踏まえた運用に少し

変えた方がいいのではないかというのは、多分そういうことでご指摘をいただいたのかな

と思います。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。太田委員、どうぞ。 

○太田委員 

 長い間運営をして、その資源探査の観点から、どれくらいのメリットがあったのでしょ

うか。時々、テレビでもそういうのを見るのですが、具体的に、例えばお金で計算できる

ようなものがあったか、なかったかということも含めてですけれども。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 宇宙システム開発利用推進機構の鹿志村と申します。ＡＳＴＥＲは、16年ぐらい近く、

現在まで動いておりますが、その中で、石油を探す、あるいは鉱物を探すという観点で、

費用対効果というのはなかなか計算しづらいところがあります。衛星だけで石油が見付か

るわけではないので、衛星の寄与分というのをどう見るかということになりますが、１本

油井を掘るのに数億円かかるものが、その掘る本数をいかに減らせるかというところで非

常に貢献をしていると、現場からの声をいただいています。 

 あるいは、鉱物の場合ですと、チリのカセロネス鉱山という世界有数の銅鉱山では探鉱

にＡＳＴＥＲデータも貢献しており、一昨年、首相も現地訪問をされたということで、そ

ういう意味では数は余り多くはないのかもしれませんが、１つ当たると非常に大きいメリ

ットがあると考えております。 

○太田委員 



 海外の衛星でも同じようなことをやっているのがあるわけですよね。そういうのはない

のですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 鉱物資源あるいは石油探鉱に使われるバンドが、短波長赤外という帯域の波長帯で、そ

こに５バンドを持っているのはＡＳＴＥＲだけですので、ＡＳＴＥＲは唯一のセンサでご

ざいます。 

○太田委員 

 ちょっと附録かもしれませんが、私は南アフリカになぜ白金が多いかというのが自分の

専門と一番近いところで、そういうのを衛星から眺めたらもっとデータが出てくるのかな

と思ったのですけれども、南アフリカが世界の埋蔵量の９割を持っているわけですね。な

ぜあの地域だけがという、そういうのは対象にならないのでしょうか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 済みません、私は鉱物の生成の方の専門ではないので、なぜあそこに白金が多いとか、

ダイヤモンドが塊っているというあたりになると、いろいろな理由があるのだと思います

が、的確な回答が私の方からはできません。もちろんデータは取れますので、地形・地質

などの構造解析から推定することはできますが、なぜ多いかというところは……。 

○太田委員 

 １つの説で、昔、白金の衛星があの辺にぶつかったからと、それくらいのことはわかる

のじゃないのかなと。それが本当かうそかは知りませんけれども。でも、まことしやかに

それはいわれているわけですよね。その辺のところが、これは趣味ではなくて、日本の、

例えばさっきいった燃料電池の将来を考えたら、知っておかなければいけない知識じゃな

いかなと思っているのですけれども。 

○小林座長 

 コメントということで、お願いします。ありがとうございます。 

 済みません、私の方からですが、Ｅ－６ページですけれども、このＰＡＬＳＡＲの方は、

右の下の赤い囲みを見ますと、平成23年４月22日にＡＬＯＳの電源系異常により軽負荷モ

ードに移行し、５月12日に停波コマンドで運用を終了したと書いてありますね。それで、

もう動いていないのですよね。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 はい。 

○太田委員 

 これは本来はもっとずっと長く運用する予定だったのですか。定常運用の５年を一応終

えたので、いいということですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 ＰＡＬＳＡＲのミッション寿命も５年間ですので、５年間のミッション運用はサクセス

はしたと。その後、センサの方は無事だったのですが、衛星の電源系の方の異常で電源供



給ができなくなったために停波させてしまったという、ちょっと残念な結果なのですけれ

ども。 

○小林座長 

 わかりました。もう１つ、基本的なことですが、ＡＳＴＥＲとＰＡＬＳＡＲは補完して

いるわけですよね。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 ＡＳＴＥＲとＰＡＬＳＡＲというプロジェクトはもともとちょっと違う位置づけで開発

されたものですが、ただ、地上処理の方で、光学センサの光学データ、電波センサのデー

タ、それを２つ合わせた解析で、例えばモザイク処理とか、そういうものに利用させてい

ただきました。 

○小林座長 

 別々のプロジェクトだったという理解でよろしいですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 はい。 

○小林座長 

 わかりました。それから、これは中間評価ですけれども、この実施期間は平成27年度で

終了なのですか。この後はどうなるのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 今回、評価検討会でもいただいた評価も踏まえまして、運用の変更を予定しております。

今までは石油資源探査という目的でこれを運用していたのですが、より広く、知的基盤の

整備という観点で運営していこうと考えてございまして、来年度以降は産業技術総合研究

所が中心となって、地質を中心とした知的基盤の整備という観点でこれを運用するという

ことを今予定をしてございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、Ｅ．の方は、ＡＳＴＥＲ/ＰＡＬＳＡＲは一応の目標をきちんと達成して、

今後、その運用あるいは利用の方法を新たにいろいろ開拓をしていくというところで、更

なる発展を期待したいということだろうと思います。ありがとうございました。 

 それでは、Ｆ．の「石油資源遠隔探知技術の研究開発」です。これも中間評価になりま

す。 

 最初に、これは今後どういう予定になるのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 中身で申し上げますと、これも同じように、来年度からは産業技術総合研究所が中心と

なって実施をするという形に運用を変更したいと考えております。予算事業としては、先

ほど説明しましたＡＳＮＡＲＯの衛星の実証と予算が同じところに入っているものですか

ら。ただ、このＡＳＴＥＲの運用については来年度から産総研に移そうと考えております。 



○小林座長 

 それでは、高橋委員。 

○高橋委員 

 今のオープンにする知的基盤整備ということについてです。私は経済産業省の知的基盤

整備の審議会の委員会の方も務めさせていただいているのですが、恐らく、今後、その成

果物をあちらで拝見することになるのですけれども、あちらの議論も踏まえてなのですが、

いろいろなデータベースを無償開放するというオープンの流れというのは世界的にもあり

ますよね。ただ、それは単に知的な基盤をフリーに使えることではなくて、その先には当

然セットで、クローズの部分でもうけてそこで勝つという、ビジネスモデルを最初から埋

め込んでおかなければできないと思うのです。 

 そこについて、このＦ．の話だけでは全くないことだと思うのですが、質問ですけれど

も、例えば、そういうことを既に議論してデータセットのレコードのシステムとか、何ら

かの今後あり得る統合に向けて記録媒体などの考え方を整備されているのかとか、そうい

うものは当然標準化がセットになると思うのですが、そういうことは今まではされていな

かったかもしれませんけれども、今後、予定として、どういう段階で議論の中に入れてい

くのかということについて伺いたいと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 正直言いますと、そこまで戦略的に考えることはできていないという面はございます。

オープン・アンド・フリー戦略というのは、その先には、お客様を囲い込んで、場合によ

っては有料のビジネスに誘導していくとか、そういうところは本来戦略的にできるといい

と思いますが、残念ながら、日本の場合は、先ほど申し上げましたように、自分で人工衛

星を運用して有料でデータを販売するというビジネスをやっている者自体がまだいないと

いうこともあり、そういう者と一緒にビジネス戦略を考えるというところまでと、この衛

星データをオープン・アンド・フリーにするということを結びつけるところまでは、現時

点ではまだできていないというのが正直なところでございます。 

 ただ、産業技術総合研究所では、例えば、これを加工したデータを幾つか整備していこ

うと検討を進めておりまして、そういった中で、ある程度の加工まではただなのだけれど

も、そこから先は何かしらのビジネスにつながっていくとかというのは、今後の展開とし

てあり得ると思っていますが、現時点ではそこまで戦略的に考えられていないというのが

実態でございます。 

○高橋委員 

 コメントですけれども、そうすると、日本は地形が世界的に見ると特異的な部分があっ

て、そこはハイスペックの技術を生み出す土壌になっていて、ある種、そこではビジネス

が生まれる可能性があるというのは、知的基盤の方の委員会ではあります。 

 ただ、そこでビジネスモデルを話す場ではないですし、コミュニティとしても適切では

ないと思うので、恐らくそういうものはこういう研究開発の途上で民間の方もお話しなさ



っていると思うので、是非データを国で、どこが固めて、どこまでを国として投資して、

インフラを整備した上で民に移すかのタイミングと、それを見据えて最初に記録の仕方と

か──済みません、素人ですけれども、そういうものを設計していただけると大変ありが

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他はいかがでしょうか。森委員。 

○森委員 

 今の点は大変重要だと思います。それは、大学におりますと、ビジネスモデルも自由に

使わせてほしいというのは当然来るわけですが、こういうＧＩＳ（地理情報システム）デ

ータの解析ソフトウェアというのは、ＡｒｃＶｉｅｗとか、一部のソフトウェアに限られ

てしまっています。そこから先はある程度できるのですけれども、ある意味では、標準化

すればするほど、アメリカにそういう知的財産がいやおうなしに行ってしまうというとこ

ろが出てきます。余りフォーマットが違うような変なデータ構造をつくってしまうと逆に

ビジネスにならなくなる心配があります。その辺は、そういうソフトウェアを実際に使っ

て、この技術委員会のメンバーの中にも東京大学の柴崎先生がおられますので、そういう

実際のユーザーの方との議論、更にその先に一歩踏み込んだ、これから先、恐らく、ディ

ープラーニングのような話が出てくると思いますので、ビッグデータの話が出てくると思

いますから、これをどう使えばいいビジネスになって、かつ、お客さんが一番最大の貢献

ができるかというプロジェクトがあると、大変いいかなと思う次第です。 

○岩松大臣官房参事官 

 これは全体で計1,000億円かけて、資源探査の有効な手法を開発したのか、アルゴリズ

ムの開発ができたのかということについては、どう評価されていますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 これは研究開発のプロジェクトであり、これだけ長い期間、実証運用をやってきていま

すので、また同時に、資源探査を実際に実施するプロジェクトという、半分そういう側面

もあったのかなと理解をしております。また、それ以外の知的基盤の整備という観点でも

いろいろなところで実際に活用されているので、トータルでどのように考えていくのかと

いうことだと思います。そういう意味では、これまで活用してきたところの評価をまずど

う考えるのかというのが、一番最初のご質問にもございましたけれども、石油なり鉱物と

いう世界で、これの寄与はどのくらいあったのかというのをどう評価していくのかという

ことだと思います。 

 先ほどのチリの探鉱の話では、埋蔵量は相当あるので、評価をすると兆円単位だという

説もあるので、その何割かはわかりませんが、そういったところをどう評価するのかとい

うのは、現時点では、すごく費用対効果が良かったとも言いにくいし、すごく悪かったと

も言いにくいと私自身は一担当者としては思っております。 



 ただ、それ以外にいろいろなところで使われているとも聞いておりますので、トータル

としてはいろいろな意味で意義があったのかなとは感じでございます。 

○小林座長 

 先ほどのＣ．とも関係しますけれども、各委員のお話にもありましたように、膨大なデ

ータが集まるわけですよね。先ほどビッグデータとかディープラーニングのお話をされて

いましたが、今、人工知能の世界では、データをどれくらい持っているかというのは非常

に強いんですね。しかも、精度の高いデータをどれくらい持っているかと。それだけでか

なりの優位性を持ちますので、先ほど高橋委員がおっしゃったように、クローズ・オープ

ン戦略──クローズな部分はきちんとそれでビジネスをし、オープンな部分で顧客を開拓

しというような、是非ビジネスモデルを考えていただくといいのではないか。 

 そういう意味では、今の1,000億円の投資効果もそういうところにつながると非常によ

ろしいのではないかなと思います。これはこれでいい研究開発ができていると思いますの

で、是非そのビジネス戦略を考えていただければなと思います。 

 そういうところのまとめで、よろしいですか。ありがとうございました。 

 それでは、Ｆ．までの評価をこれで終了させていただきたいと思います。 

 では、５分間の休憩を入れたいと思います。 

 

     （暫時休憩） 

 

○小林座長 

 それでは、審議を再開いたします。 

 議題１．の（１）の審議の３つ目のくくりの２事業です。Ｇ．「ハイパースペクトルセ

ンサ等の研究開発」、これは中間評価になります。それから、Ｈ．「次世代地球観測衛星利

用基盤技術の研究開発」、これも中間評価の審議となります。 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、説明を14分でお願いします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 では、まず、Ｇ．の事業、「ハイパースペクトルセンサ等の研究開発」でございまして、

これは、先ほどご説明いたしましたＡＳＴＥＲセンサよりも更に性能良く資源探査、ある

いはそれ以外に、農林水産、環境観測、災害監視など、いろいろな分野に使えるセンサを

開発していこうというものでございまして、平成19年度から始めたプロジェクトでござい

ます。 

 Ｇ－３ページのこれが今の進捗状況でございますが、19年度から設計を始めまして、20

年度からセンサの開発をずっと進めてきてございます。今、この図のように、ほぼ最後の

方に来ております。 

 もともとその目的は何かということでございますが、先ほど申し上げたＡＳＴＥＲのセ



ンサでは、どういう鉱物なのかまで特定するのは難しいというケースが結構ございます。 

 その理由は、鉱物は色調がかなり似ているものがあるなどの理由でございまして、その

ためには、スペクトルのバンド数をもっと増やすことが有効と考えられるわけでございま

す。 

 そのＧ－５ページの左下に小さな箱の絵がございますけれども、そのために、バンド数

を185まで増やしたセンサを開発すれば、右側の写真のように、かなり鉱物種を特定する

ことまではできると考えられますので、そういった狙いで開発を進めてきているものでご

ざいます。 

 Ｇ－６ページで実際のスペックはこういうものでございまして、まず、ハイパースペク

トルセンサとして、空間分解能は30ｍということで、30ｍ単位で185バンドのスペクトル

のバンド数を持つセンサを開発しようということを進めてきてございます。特に大事なの

はＳ／Ｎ比でありまして、これが悪いと何を撮っているかわからなくなってしまいますの

で、Ｓ／Ｎ比が300以上のものの開発を進めていくということでございます。それに併せ

て、空間分解能が30ｍでは余りにも粗いものですから、バンド数４のマルチスペクトルセ

ンサを並行して開発いたしまして、この２つを合わせて人工衛星に載せることによって、

資源探査等に資する観測を実現しようというプロジェクトでございます。 

 今の達成度でございますが、既にシステム設計は終了をしてございます。それから、プ

ロトフライトモデルという、実際に載せるモデルでございますが、それの組立てを今実施

中でございます。どういうものかというのは、Ｇ－11ページのこの写真のようなものでご

ざいまして、ミラーなどを組み合わせることによって、185バンドを実現していこうとい

うことでございます。 

 これが実現できた暁にはＧ－16ページに、経済的波及効果、社会的波及効果など書いて

ございますけれども、一番の狙いは資源探査能力の向上でございまして、多数のスペクト

ルを有するということで、従来のＡＳＴＥＲよりも精度の高い情報が提供でき、新しい油

田や鉱床の発見などに資するのではないかと考えてございます。それ以外に、環境監視な

り農林業にも使えるだろうと考えてございます。 

 このあたりは詳しく次の事業でご説明をいたしますので、少し割愛をいたします。 

 ただ、これは一部途中で変化への対応ということで変更をしてございまして、これはＪ

ＡＸＡの人工衛星に搭載する予定で当初から開発を進めてきてございましたが、平成23年

の宇宙政策委員会におけます決定によりまして、ＪＡＸＡのＡＬＯＳ—３（だいち３）と

いう衛星が事実上中止になりまして、このセンサを載せる人工衛星がなくなってしまった

ということがございました。これを受けて、その後また検討を深めまして、現在は国際宇

宙ステーション（ＩＳＳ）に搭載をするという方向に軌道修正を行ってございます。これ

も、ＪＡＸＡ、文部科学省とも既に調整済みで、平成30年に打ち上げてＩＳＳに搭載しよ

うということにしてございます。 

 以上がＧ．のプロジェクトでございまして、評価検討会のコメントでございます。 



 資源探査や環境観測をはじめとする様々な分野で髙スペクトル解像度観測への期待は高

く、本事業の目的・政策的位置づけは妥当である。 

 これまでの研究開発により、ハイパースペクトルセンサ及びマルチスペクトルセンサの

設計が完了し、プロトフライトモデルの組立が開始されており、宇宙実証への実現に向け、

着実に進展している。 

 現在予定されている国際宇宙ステーションへの搭載を着実に推進し、早期に宇宙実証を

行うことが望まれる。その際、観測データの大容量化が想定されるため、データ処理、分

析手法について検討する必要がある。 

 このようなコメントをいただいております。 

 評点は、ここに示したとおりでございます。 

 以上がＧ．でございます。 

 続きまして、Ｈ．でございます。Ｈ．の事業は、今ご説明いたしましたハイパースペク

トルセンサの利用技術及び地上データ処理技術の開発でございます。 

 実施期間、予算総額、実施体制等は以下のとおりでございます。 

 これも同じことを書いてございますが、この利用技術をこのプロジェクトでやってござ

います。 

 目標のところは飛ばしまして、成果のところからご説明いたします。 

 まず、実利用化のための解析技術に必要な基盤技術でございます。今は衛星に積んだハ

イパースペクトルセンサというのはないのですが、一部、飛行機に積んで撮っている先行

事例がございますので、そのデータから、人工衛星ではどんなものが撮れて、どんな利用

が可能かということをシミュレーションするシミュレータの開発などを行っております。 

 それから、実際に各分野でどういう理由が想定できるのかということで、先ほど申し上

げました航空機のデータを一部利用しながら、例えば、オイルスリックの解析手法、熱水

性鉱床の鉱物の同定、植物が生えている地域でも酸化鉄なりの鉱床が抽出できるのかどう

か、また、農業、環境、防災といった分野でも先行的な事例研究を実施してございます。 

 それから、より必要性の高いものといたしまして、校正技術などを事前に確立しておく

必要がございます。校正のためのアルゴリズムやソフトウェア開発を進めてきているとこ

ろでございます。 

 それから、地上システムにつきましても開発を行いました。さらには、特に鉱物につき

ましては、鉱物を特定するために標本となるスペクトルデータが必要でございますので、

鉱床に伴う岩石・鉱物の反射スペクトルデータの標本となるデータを収集して、データベ

ース化をしてございます。 

 Ｈ－14ページに写真を付けてございますが、例えば農業分野では、左下でございますけ

れども、小麦の生育状況を分析に使えないかといったことの研究なども実施してございま

す。 

 また、校正の手法の開発、それから、実際の測定をする際に、どういう撮り方をすれば



地球上全体を何年ぐらいでカバーできるのか、そういったシミュレーションも実施をして

ございます。 

 また、鉱物につきましては、野外での測定を通じて、どういうスペクトルが撮られるだ

ろうかということをデータベース化してきております。こんなことをずっとやってきてい

るわけでございます。 

 期待された波及効果としましては、今までのセンサよりもスペクトル分解能が高まりま

すので、鉱物を同定できる可能性が飛躍的に高まるということで、油田・ガス田、あるい

は鉱物資源の探査に大きな効果が期待されているわけでございます。また、農業の分野で

も、生育状況の把握などを通じていろいろな応用が期待されております。 

 評価検討会のコメントでございます。 

 「高頻度観測、髙スペクトル観測が必要とされる資源、環境、災害などの分野において、

ハイパースペクトルセンサへの期待は高いと考えられ、その利用に必要となるライブラリ

データの整備・校正・データ処理技術や利用手法の開発を行う本事業の目的・政策的意義

は妥当である。」 

 「研究開発の体制は妥当であり、ハイパースペクトルデータの利用が期待されるさまざ

まな分野の手法開発も順調に進んでいる。特に金属資源探査において岩石鉱物のスペクト

ルデータを整備し、解析技術を開発したことは評価できる。」 

 「我が国は、ハイパースペクトルセンサのハード開発及び利用技術のノウハウの面で国

際的に優位に立てるポテンシャルを持っていることから、早期に宇宙実証を行うことが重

要である。なお、宇宙実証の実施にあたっては、ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲなどの経験を

適切に活用すべきである。」 

 「また、プロダクトの配布方法等の検討を含め、将来の利用拡大に向けた取組を引き続

き推進していくべきである。」 

 このようなコメントをいただいております。 

 評点は、ここに示したとおりでございます。 

 このコメントの背景としては、まだ世界的にもハイパースペクトルセンサを人工衛星に

載せて打ち上げたという国はありませんで、ドイツも早くても2017年か2018年と聞いてい

ますので、ドイツも遅れぎみでして、このままいくと日本が一番最初になるのではないか

と見込まれておりますので、そういうこともあって、こういうコメントをいただいたとい

うのが背景でございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、つながっておりますけれども、最初のＧ．のハイパースペクトルの方から、

ご意見、ご質問をお願いいたします。 

 済みません、私からですけれども、これも中間評価で、平成33年度までというプロジェ



クトになっているということですが、今、室長がおっしゃったように、2017年、2018年に

ドイツがやるかもしれないというときに、日本としては実際にはいつ頃までにいけそうで

すか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 今のところは、平成33年度と書いてございますのは、ＩＳＳに搭載するときの約束とし

て、文部科学省、ＪＡＸＡとの間で、３年間やってみて、その成果を見て、その後、延長

するかどうかは決めましょうということになっておりますので、今のところは、ここまで

やって成果を見るということになってございます。 

 今、スクリーンに映しておりますが、平成30年に打ち上げて、３年間、実証運用をして、

それでまた継続するかどうか考えると。文科省、ＪＡＸＡ側の事情としては、ＩＳＳのき

ぼう日本実験棟の屋外の所に載せるのですが、そのポートが８つあって、これは１つ半使

うということで、彼らとしてみれば、成果が出ないものは外して別のものを載せるという

方針ですので、３年間やって、また考えましょうということでございます。 

○小林座長 

 わかりました。 

 では、森委員。 

○森委員 

 スペックとしては大変難しいと言いますか、高機能を求められると思いますが、同時に、

信頼性が非常に大事ですよね。この信頼性の試験にはかなりの時間が必要ではないかと思

うのです。考え方としては、こういう探査衛星ですから、寿命は短くてもいいから、解像

度と高いＳ／Ｎ比を持てる、ハイスペックの方を求めるという行き方と、ある程度長い間

使いたいから性能は少し犠牲にしてもいいとか、いろいろな行き方があると思いますが、

現在のところは寿命は何年ぐらいを考えておられますか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 今、目標は５年です。もちろん、高性能と髙信頼性と両方目指さなければいけませんの

で、試験についても、センサができ上がってから１年半ぐらいかけて、機械環境、熱環境、

真空環境、そういったものを全部試験をかけて確認をして打ち上げるということを今やっ

てございます。 

○森委員 

 そういう意味では、先に外国がつくったとしても、最後の勝負というのは何年使えるか

というところまで勝負は長引くような気がします。ですから、どちらが早いかという点だ

けでは視点が違うような気がいたします。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。場合によっては、Ｈ．と合わせたご質問でもかまいません。 

 高橋委員。どうぞ。 

○高橋委員 



 研究開発のマネジメントの観点からの質問です。長期で大型ですと、開発の途上で、あ

るコンポーネントの技術が別途開発されて、それによって、先ほどの髙信頼性、髙性能、

ハイスペックを求めるときに、ここは代替してもいいとか、むしろこちらの方がキーコン

ポーネントになるなと、要素技術の位置づけが変わってきたりすると思うのです。 

 もしその事実がこれまでにあれば、あったことについて教えていただきたいのと、そう

いう可能性があると思うので、時々にそういう技術的なレビューをなさると思うのですが、

そういうことをどのようになさっているか。そして、もしそれが発見されたときに、当然、

計画変更がされるべきだと思いますけれども、それをするために何か制度的なあい路のよ

うなものがあれば今後の改善に役立つと思いますので、教えていただきたいと思います。 

 ３点、お願いします。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 正確にご質問を把握しているかどうかわかりませんが、1番目については、開発の中で、

やり方として、フライトする実機の前に、評価モデル及び要素試作試験というものをコン

ポーネント、あるいは部品レベルで進めてございます。その中で、中間評価や、我々がご

指導いただいている技術委員会、プロジェクトリーダーからのご指摘を受けて、新しい技

術、データを圧縮する、先ほどもご指摘で大容量のデータということがありましたが、オ

ンボードでデータを圧縮しなければいけないという、そういう要素を新規に取り入れると

いうご指摘を受けて、その技術開発を並行して途中から、要素試作試験、評価試験を行う

ということを試みてございます。 

 それも、中間評価あるいは技術委員会での評価をいただいて、幾つかの圧縮技術の中か

ら選定して取り入れると。そういったことを一つ試みてございます。 

 申し訳ございません、２点目、３点目のご質問を把握し切れていなかったのでございま

すが。 

○高橋委員 

 そういう意味では、要素技術ごとに個々に技術の進展をサーベイする専門家集団がいて、

その知見をもって一部投入したり変更したりするという活動をなさっているということで

すよね。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 はい。今申し上げた技術委員会なり、そういう中の専門の有識者、大学の先生あるいは

研究者の方にご依頼して、適宜、新しい技術に対応するために、委員の先生の入れ替えと

いうこともございますけれども、そこで……。 

○高橋委員 

 わかりました。そうすると、２点目、３点目は特にできているということで、特にそれ

を阻害されるような制度上の問題点もないという理解でよろしいですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構ミッション開発部担当部長） 

 はい。 



○高橋委員 

 ありがとうございます。 

○小林座長 

 他にはいかがでしょうか。太田委員、どうぞ。 

○太田委員 

 ハイパースペクトルセンサと書いてあって、一番性能がいいというイメージでとらえて

いるのですが、これは前のものに比べて一体どのくらい定量的に感度が上がるのですか。

こういうことをやることによって、例えば、さっきの地図のように、鉄などを見付けても、

それは資源は比較的あるので、さっきの白金に戻る必要はないのですが、例えば、石油の

井戸がもっと正確に見られるとか、そういう観点というのは定量的に言えるのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 宇宙システム開発利用推進機構の鹿志村と申します。特にハイパースペクトルになりま

すと、１つのバンドの波長幅が狭くなるために、スペクトルカーブの特徴を利用して類似

した鉱物の分類ができるようになります。例えばＡＳＴＥＲですと、今までの経験では10

種類ぐらいの変質鉱物の分類ができるということですが、今回の開発のハイパースペクト

ルセンサでは、30種類ぐらいの鉱物分類ができるであろうといわれておりまして、現在研

究開発をしています。 

 そうなりますと、これまで品質のいい鉱床か悪い鉱床かがわからなかったものがわかる

ようになるとか、探鉱の効率化に非常に役に立つと実際の現場の方からコメントをいただ

いております。 

○太田委員 

 そのときにターゲットにするのは、日本は当然としても、世界中をそういうことができ

るのですか。それとも、ある国では秘密情報になるのですか。各国がどう思っているかと

いうのはいろいろあるじゃないですか。そういうのは共通の衛星で撮ったから勝手だよと、

そんなイメージになるのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 宇宙からは制約はなく画像は取得できますので、分析もそれぞれの国が自由にやってお

ります。 

○太田委員 

 その辺の規制とか標準とかはないわけですね。どんどん詳しくやっていけば、ここに何

があるというのがわかってきて、それは政策には非常に重要なポイントになる可能性があ

りますよね。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 はい、規制はございません。 

○太田委員 

 その辺を一つの狙いにされているのかなと。 



○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 はい。 

○太田委員 

 それと、さっきＩＳＳに積むとおっしゃった、こういうのは装置としては標準化といい

ますか、例えば、何か衛星を替えたときにポンと積み替えができるようなものなのか、新

たに設計をし直すものなのかというところは……。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 センサの本体自身はそのまま使えますが、ＩＳＳに載せる台のところはそれに合ったも

のを開発する必要がございますので、一部、少し開発要素が必要になります。 

○太田委員 

 特にさっきの前半のところでも、東南アジアとかにいろいろ出ていこうとなさるとした

ら、国際標準化というところで、そういうことを検討する場をつくっていこうとか、そう

いうことは必要ないのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 今はまだ人工衛星の技術自身もいろいろ試行錯誤で、発展途上でありますので、まだ標

準化というよりは、それぞれがいろいろなアイデアで試しているという段階かと私自身は

認識をしております。ただ、部分的には、配線のワイヤーに関する標準化とか、幾つかそ

ういうところは出てきておりますが、人工衛星の構造自体はまだいろいろなアイデアが出

ている段階です。 

○太田委員 

 自分の意見としては、それは先手を打っておくことが大事で、特に東南アジアの国をう

まく引き入れて、政策的にはあり得るのではないのかなという気がします。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

 Ｈ－21ページですが、研究開発マネジメントの研究開発計画のところで、エネルギー・

資源分野、農業分野、環境分野等で挙げられているわけですが、これはそれぞれやられて

いるのでしょうか。例えば、オーストラリアの小麦のケースであれば、森林とか環境など

の方に展開できるような形で書かれているので、ここに挙げられている中で、今回紹介し

ていただいたものは実際に現地のデータも含めてやっていて、必ずしもこの４分野で対応

した形でやっているわけではないという判断でよろしいのでしょうか。 

 もう１点は、Ｈ－23ページ、実施体制のところで、インドネシアとかオーストラリアと

かで解析技術の確立のプロジェクトをやられていますが、それは実際に解析技術のところ

をこういった共同研究相手がかかわっているのか、あるいは単に場所──といってはおか

しいですけれども、仮にそうであるならば、データの権利関係はどういう扱いになるので



しょうか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 まず１点目でございます。研究対象項目ですが、Ｈ－21ページの模式図の中に書いてあ

るものは、過去、この年代のところに棒が延びていますが、その年代にやっております。

したがいまして、例えば、小麦とか水稲とか、土壌、水域、森林関係など、一通りこのプ

ロジェクトの中で手法開発はやっております。 

 ２点目の海外との共同研究先ということですが、基本的には現地調査が伴いますので、

現地のロジとか立入り関係のお手伝いをいただいております。ただし、取得するデータに

関しましては、相手国と一部共有して、それぞれの国で手法開発に使いましょうという、

共有して行っております。 

○小林座長 

 Ｈ．の方まで踏み込んでいますので、Ｇ．の方の評価を決めたいと思います。この評価

検討会の方にもありましたように、これ自体の意義は非常に高いということと、順調に計

画が進んでいるということは高く評価できると思います。 

 事業化あるいは波及効果に向けて、それを視野に入れて、今後の引き続き研究開発に注

力していただきたいということだろうと思います。 

 それでは、今、Ｈ．の方も出ましたので、引き続き、Ｈ．の方について更にご質問、ご

意見をお願いいたします。 

 私の方から先に。今、例えば、農業分野とか環境分野、あるいは森林分野への影響とい

うのは、例えば、環境省や農林水産省などとの省庁連携は行われているのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 技術委員の中に、国立環境研究所の先生に入っていただいているとか、農業分野に関し

ましては農業環境研究所の方であるとか農業試験場の先生などに入っていただいて、アド

バイスをいただいています。あるいは、共同研究のときに、大学との共同研究も幾つかプ

ロジェクトが起きています。それから、テーマが、例えばさんご礁の環境問題であるとか、

森林関係とか、地球温暖化と関係があると考えられている熱帯の泥炭とか、そういう場合

には、現地の事務所を開設している各省庁、あるいはＪＩＣＡ（国際協力機構）などとも

ご相談しつつ、プロジェクトを進めているものもございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。是非有効に活用していただければと思います。 

 他はいかがでしょうか。森委員、お願いします。 

○森委員 

 開発するときに、先にニーズがあるか先に技術シーズがあるかで、方向は随分違ってく

るような気がします。とはいっても、物ができなければ応用もできないわけですから、ま

ず物が先ということではあるのでしょうけれども、開発目標としては、ここに農業とか資

源とか環境とかございますが、目的と欲しい情報というのは各分野でかなり違うと思いま



す。そのバランスをどう付けていくか。そういう意味では、まずシステムの開発の方を優

先して、その後、利用者を聞く方向で行くのか。とはいっても、インドネシアなどはこれ

に入っていますから。先方には先方の事情があると思うのです。 

 そのあたりのバランスは、技術開発の目標とニーズのバランスをつけるマネジメントと

いうのは、どこで調整されるのでしょうか。これは先ほどの座長の質問とも絡むのですが。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 まず、このプロジェクトは平成18年度からスタートしておりまして、最初の２年間、18

年度、19年度では、ユーザーニーズ調査を行って、研究開発のテーマの最初の情報として

おります。引き続きまして、平成20年度以降につきましても、ユーザーの声を聞く場を設

けたり、学会発表で皆様のご意見を伺ったり、研究成果が出た場合には、ユーザーである

農家とか農協などから今後のことに対してのご意見をいただくというようなことを行って

おります。 

○小林座長 

 他にいかがですか。高橋委員、どうぞ。 

○高橋委員 

 コメントでもよろしいですか。 

○小林座長 

 はい、いいですよ。 

○高橋委員 

 私たちの手元のファイルでいうと補足資料の236枚目のＨ－19ページに波及効果という

ところの図がありまして、すごく分かりやすい全体像だと思います。まず、この情報を提

供いただいて、ありがとうございました。 

それで、コメントというのは、昨今、こういうものはベンチャーが、ピンポイントの目標

に合わせて立ち上がって、それがデファクトスタンダードになってというような技術の展

開をよく聞くものだと思います。 

 これはせっかく国でやっていますし、ソフトウェアの技術はこれからますます汎用性が

あって重要だということを考えると、ベンチャーを積極的に取り込むようなスキームやタ

イミングも今後考えていただけると、さっきのオープンとクローズの話とか、技術開発の

段階でビジネスモデルを描くというのは実際難しいことだと思いますので、マーケティン

グの意味も含めて、やっていただければと思います。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

○岩松大臣官房参事官 

 Ｈ－10ページで、ニーズの１つとして、熱水性鉱床などの海洋資源調査を挙げられてい

ますが、こういったものは、既存の調査事業に置き換わるものとして考えていいのでしょ

うか。どの程度の確度で海洋資源調査が行われることが見込まれるのでしょうか。 



○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 既存のやり方が置き換わるというよりも、既存のやり方に更にハイパースペクトルセン

サのデータを使ってより精度を高めるという使い方になると考えております。 

○岩松大臣官房参事官 

 どういったメリットがあるのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 例えば、石油の場合はボーリングする場所を決める、鉱物資源の場合は現地で掘削なり

現地調査をする場所の選定というように、対象となる地域を狭めることができるというと

ころで、先行投資の費用を抑えるというところで、まず最初に役に立つというフェーズが

ございます。 

○岩松大臣官房参事官 

 その埋蔵量の試算とか鉱物の質の調査にもつながるのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 地表に出てきておりませんので、埋蔵量の試算という意味では、100％貢献できるとは

言い難いと思います。ただし、石油に関しましては、特定の鉱物が分類できると、地下で

石油生成が過去に起きていた温度の推定ができます。温度によって生成できる鉱物が変わ

ってきますので、その鉱物が分類できると、ガス化しているか、石油になっているか、蒸

発して何もないかという、しきい値を定めることに役に立つ、地表に見えている鉱物から

推定ができるということに役に立つということが考えられます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

 先ほど高橋委員がおっしゃったベンチャーというのはすごく大事で、今日の事業に全て

かかわってくるかなと思います。 

 それで、私がお聞きしたいのは、Ｈ－21ページの研究開発計画のところで、ガイドブッ

クの作成というのが平成26年度からとなっていますが、これは具体的にどういう利用者向

けに、どういうガイドブックをつくろうということか、教えていただければと思います。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 ポテンシャルのターゲットは世の中に３種類ございまして、専門の方、少しわかって民

間の付加価値でビジネスを考えている方、それから、ある程度素人の方とございます。 

 今回計画しているガイドブックは、初心者からその真ん中あたりのところで、ハイパー

スペクトルのデータを使ってどういうバンドで、こういうバンドの組合せで、こういうア

ルゴリズムでやるとこんなことができるという事例を中心に紹介して、読者のヒントとな

る題材にできないかということで計画しております。 

○西尾委員 



 これは28年度以降まで続くと書いてありますが、まず、第一段のめどとしてはいつぐら

いを考えられているのでしょうか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構利用技術本部長） 

 いつオープンするかですが、打上前にリリースする予定でございまして、その意味では、

ここ２～３年の間に出そうと考えております。 

○小林座長 

 他はよろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。これは先ほどのＧ．の続きということだと思いますが、これ

までの研究開発は非常に高く評価されていますし、我々もそうだと思います。しかし、せ

っかくの研究開発ですので、事業化、波及効果に向けて、今後、それを視野に入れた研究

開発を引き続きお願いしたいと思います。そういうことで、了承させていただきます。 

 それでは、Ｈ．まで終了しました。 

 次は、４つ目のくくりのＪ．とＫ．のグループに入ります。Ｊ．「太陽光発電無線送受

電技術の研究開発」、Ｋ．「太陽光発電無線送受電高効率化の研究開発」です。 

 冒頭に申し上げましたけれども、Ｊ．の事業に関しては、亀井委員が利害関係者という

ことですので、ご発言を控えていただくようにお願いいたします。お席はそのままで結構

でございます。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、説明を14分でお願いします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 Ｊ．とＫ．はいずれも宇宙太陽光発電のプロジェクトでございまして、Ｊ．は既に終わ

ったもの、Ｋ．はその後に続けて新しく始めたものでございます。 

 まず、Ｊ．でございます。実施期間の年度、予算の総額、実施の体制は記載のとおりで

ございます。 

 目的は、宇宙太陽光発電システムの実現に向けた研究開発でございます。宇宙太陽光、

要すれば、宇宙空間の静止軌道上に太陽発電パネルを置きまして、そこから何らかの方法

でエネルギーを地上に送電をしてくるということで、昼・夜関係なく発電ができるという

技術でございます。 

 その中で、私どもがやっているのは主に送受電技術の開発でございまして、特にマイク

ロ波を使った送受電技術の開発を私どもは進めてございます。効率を良くするということ

と、軽くするということが大きなポイントでございます。 

 成果ですが、このプロジェクトでは、最終的には、それなりのサイズの実証実験をやろ

うということで進めてまいりました。それを「総合システム」という形で書いてございま

す。それ以外に、送電部、受電部、送電制御技術などの研究開発を進めてまいりまして、

いずれも当初の目的を達成したと考えております。 



 Ｊ－８ページ以降、個別に絵を見ながらご説明をいたします。 

 大きな目的は、将来の宇宙太陽光の実現に向けまして、それなりのサイズでの地上実証

をやろうということを目的として開始をいたしました。実際に実証実験を最終年度に行い

まして、下に、１）、２）、３）、４）とございますが、こういう成果が得られたわけでご

ざいます。 

 ポイントは３）でありまして、Ｊ－９ページのこの写真のように、土手のようなところ

に送電部を置きまして、受電部をフェンスの前に置きまして、これの距離が約50ｍでござ

います。5.8ＧHz帯で、送電部からは1.8ｋW出力しまして、受電部からは340Wの電気を取

り出すことができたということで、トータルの効率としては20％ぐらいですが、50ｍ離れ

たところで無線送受電が実現できたわけでございます。 

 この手前なり並行して要素技術の開発も行っておりまして、送電部につきましては小型、

軽量、効率化が重要でございますので、窒化ガリウムの素子を使いまして、こういう高周

波、高出力の送電部の素子の開発を行ってまいりました。 

 また、それを送電モジュールにいたしまして、今までよりもかなり薄い送電モジュール

を実際に作成をしたわけでございます。実際の厚さは25ｍｍという送電部でございます。 

 受電部につきましてはＪ－12ページに、市販のものを使って、こういう受電部を開発い

たしました。 

 それから、ダイオードの開発は並行して行っておりまして、窒化ガリウムを使ったダイ

オードの開発なども行ってまいりました。 

 また、伝送制御がポイントでございまして、いかに送る場合の方向性なり拡散を防ぎな

がら送るかがポイントですので、そのあたりについても開発を進めてきたところでござい

ます。 

 これと並行して、宇宙太陽光発電は、実用化までには長い時間がかかるものですから、

産業への応用も意識した開発もやろうとうことで、少し安い部材を使って、2.45ＧHz帯で、

500ｍ離れた電力伝送の実験の実施をいたしました。 

 ということで、今までの成果としては、究極の目標は厚さ４ｍｍまで実現をしたいと考

えておりますが、25ｍｍにまで来たということと、重さもワット当たり36ｇまで来たとい

うことで、まだまだ実用化には遠いわけですけれども、一定のところまで来ていると考え

ております。 

 これ以外にも、いろいろな産業運用に期待しているところでございます。 

 以上、Ｊ．のプロジェクトについては、要素技術の開発を行った上で実証実験まで行っ

たというのが結果の概要でございます。 

 評価検討会でのコメントでございます。 

 レトロディレクティブ方式を用いたビーム制御は、有効な技術であることは従来から指

摘されていたが、これを間接ではあるが実証した点は評価できる。送電部を半導体で構成

する技術や高効率受電部の開発など、所期の目標を達成している点も評価できる。 



 こういった評価をいただいております。 

 評点は、このページのとおりでございます。 

 続きまして、この成果を踏まえまして、平成26年度からその続きのプロジェクトを開始

してございます。これについては、引き続き、軽量化、高効率化が課題となっていたもの

ですから、それに向けた開発を実施してございます。 

 目標といたしましては、まず、ロードマップの策定図を描いておりますけれども、宇宙

太陽光発電システムにつきましては平成19年当時に一旦ロードマップを作っていますが、

今の開発状況は当時描いたものから見ると進んでいないという実態がございますので、そ

れを踏まえて改めてロードマップを作り直そうということと、送受電システムの高効率化、

小型化をまず中心にやろうということを目標に掲げて進めているところでございます。あ

わせて、産業応用もやっていこうとしてございます。 

 現在の状況でございますが、ロードマップについては、今の技術項目を整理し、目標設

定をするところまで進んできてございます。 

 それから、Ｋ－６ページ以降に各要素技術についての絵を示してございますが、ハイパ

ワーアンプリーファイヤー素子についてはできるだけ高効率化をするということで、幾つ

か細かい実験を繰り返して、素子自身の効率化を高めているところでございます。 

 それに加えまして、デバイス全体の効率化ということで、ハイブリッド・セミコンダク

タ―・インテグレイテッド・サーキットの技術を応用して高効率化ができるのではないか

ということで、開発を進めている段階でございます。 

 これらを着実に進めまして、是非宇宙太陽光発電システムの実現を近づけていきたいと

考えてございます。また、その他産業応用としては、ワイヤレスのセンサなりにも活用で

きるのではないかということも期待をしております。また、衛星通信の通信機器などにも

このデバイスの技術は使えるかと期待をしているところでございます。 

 体制はＫ－11ページのこの図のとおりでありまして、開発のスケジュールとしては、少

なくとも要素技術の開発を平成28年度まではやって、その状況を見ながら、29年度、30年

度の２年間で、場合によってはまだ実証実験をすることも検討していきたいと考えてござ

います。 

 評価検討会でのコメントとしましては、「高出力増幅器（ＨＰＡ）を試作、世界最高水

準を達成した他、整流デバイスや電力合成器など周辺機器の基本設計を完了したことで、

今後の技術開発に期待が持てる。また、無線送受電技術は地上産業への波及効果も期待で

きる。」 

 「一方で、これまでの研究開発で実現できた水準と将来の商用ＳＳＰＳに要求される効

率及び送電部の厚さ、重量にはまだ大きな開きがある。現時点での達成した限界値を踏ま

え、中途段階、例えば５～６年の間に実現を目指す数値目標も示して研究開発を進めるべ

きと考えられる。」 

 「なお、他分野での応用も将来の宇宙太陽光システムの開発に資する知見の拡大に寄与



すると考えられることから、本事業での開発中の無線送受電技術については、産業応用に

向けた理解の増進等の取組を進めるべきである。」 

 以上のようなコメントをいただいております。 

 評点は記載のとおりでございます。 

 説明は以上でございます。 

 ありがとうございました。 

○小林座長 

 では、まず、既に終了したプロジェクトになりますけれども、Ｊ．の「太陽光発電無線

送受電技術の研究開発」の終了時評価について、ご意見、ご質問をお願いいたします。 

 森委員。 

○森委員 

 マイクロ波送受電は、思ったほど決して効率が低くないと言いますか、長距離送電には

むしろいいのではないかというのは、私は学生時代に習ったことではあるのですが、実現

がなかなか難しいと思われます。宇宙太陽光発電をいきなり出すよりは、このマイクロ波

の送電技術はもっと応用範囲が広いという気がするのです。けれども、今回の評価報告書

には、宇宙太陽光発電というのを表に出してしまっている以上、余り離れられないのはわ

かるのですが、送る方はいろいろな技術がありますけれども、マイクロ波を受けてから変

換する方の技術について、もっと応用範囲、あるいは産業応用については、いろいろと調

査された方が可能性はあると思うのです。 

 例えば、高速道路で電気自動車やトラックにいきなり無線で送電するというのは、まだ

マイクロ波では難しいかもしれませんが、いろいろな応用範囲があるのではないかと思わ

れますし、例えば、山の上に送るというだけとってもかなり意味があるはずですから、そ

ういう応用をもっと先に出されて、それで産業界への提案が特に重要ではないかと思いま

す。 

 それから、これは日本よりも東南アジアとか、場合によっては、ラオスのように包蔵水

力はたくさんあるけれども町中まで送電できないとか、そういう局面の方が恐らくニーズ

は高いのではないか。そのあたり、ニーズの見直しについては、これはもっとやる価値が

あるように思っております。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 いただいたアドバイスも踏まえて、これから頑張っていきたいと思います。 

○小林座長 

 太田委員、どうぞ。 

 ○太田委員 

 今のご意見もそうですが、太陽光発電を宇宙でやることが本当に成立するかどうか──

これは50年ぐらい前からいろいろいわれて、計算もされて、やれるのだ、やれないのだと、

両方意見がありますね。ですから、私は個人的に、宇宙で太陽光パネルを広げても、その



寿命の問題とかいろいろなことがあってなかなか実現しないのではないかなと思うのです

が、あくまでも宇宙太陽光発電に固執される──というと言い方はおかしいかもしれませ

んけれども、それはどの辺に理由があるのかということです。 

 それから、マイクロ波にしろ、エネルギーを送るのですから、何がしかそこで問題が起

こりそうです。それから、さっきの500ｍでどれだけ減衰したというデータがありました

ね。あれは空気がありますからその問題はあるのですが、そのデータの評価というのは宇

宙から十分送ってこれるぐらいのことになっているのか、まだあと１桁上げなければいけ

ないのか。その辺はどうなのでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 確かに宇宙太陽光発電がどこまで実現可能性があるのかというのは難しい問いでありま

して、今回、私どもは、文部科学省、ＪＡＸＡとある種役割分担をしながらやっていると

ころもございまして、一番のキーは輸送技術です。ロケットの価格をいかに下げることが

できるかというのが一番のハードルかと思っておりまして、ロケット自身はＪＡＸＡがや

っておりますが、そこがハードルになると思います。 

 他方で、これは先を見越して日本としては一定のリソースを割いてこの分野の研究をや

っておくべきだという意見もありまして、今のところの私どもの判断としては、今は予算

額2.5億円でございますが、リソースを割いて引き続き研究をやっていこうということで

進めてございます。 

 それから、送電をやってみてどうかということでございますが、今のロスは送電部・受

電部のロスが実は多うございまして、まずそこを高めることが大事かなと思っております。 

 あとは、ビームの拡散をどう制御していくのか。これは全く難しいということでもない

のかなと思っております。 

○太田委員 

 今、定量的に、例えば、受ける所とか出す所では、ロスがどのくらいとエスティメイト

（概算）されているのですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 宇宙システム開発利用推進機構の中村でございます。効率の関係でございますけれども、

まず、送電部の方は、送電装置全体としましては35％程度でございます。受電部の方も、

装置全体としましては今42％程度という数字が出ております。これは効率でございますの

で、その差分がロスになっております。 

○太田委員 

 そうすると、まだまだ改善の余地があると。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 さようでございます。将来的には、送電・受電ともに80％程度のそれぞれの効率を目指

してございます。 

○小林座長 



 私の方から、済みません。周波数を倍にする、5.8でしたか、そのメリットが本当にあ

るのかというのがちょっと気になるところなのですが、5.8ＧHz帯で送受電の実験はされ

て、それなりの成果が出ているのですけれども、先ほどの2.45に比べてのメリットという

のはいかがでしょうか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 周波数が倍になりますと、ご存じのように波長が半分になってございますので、それを

構成する電気的な設備は全て大きさが半分になると。面積としてはおよそ４分の１になる

という概算になりますので、大きなものを宇宙空間に運ぶという輸送の面におきましても、

大きいメリットはございます。 

○小林座長 

 空中での散乱とかということで言うと……。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部担当部長） 

 減衰の要因としまして、距離が離れた場合には、１つは空気中の大気の減衰、それから、

宇宙空間までまいりますと電離層の懸念もあろうかと思いますが、大気減衰につきまして

は一般的にいわれていますいわゆる電波の窓が１ＧHz帯から10ＧHz帯の間でございますの

で、違いは少ないと思っております。 

○小林座長 

 はい、わかりました。 

 他はいかがでしょうか。 

 Ｊ．の方はとりあえず終わったものですので、これを踏まえてどうするかということで、

それがＫ．の方に更につながっているという理解だろうと思います。 

 この評価コメントにありますように、今後、安全性も含めて広く理解を得るための積極

的な広報も含めて、Ｋ．の今やっているものに生かしていただきたいということだろうと

思います。 

 宇宙太陽光発電システムそのものの可能性については次のＫ．の方でも議論をさせてい

ただきたいと思います。 

 それでは、中間評価の方で、Ｋ．の「太陽光発電無線送受電高効率化の研究開発」です。 

 こちらは、亀井委員もご発言いただいて構いませんので。 

 ロードマップを今作りつつあるというお話で、ただ、平成28年度までで、やってみない

とその先も難しいということですが、具体的に、宇宙太陽光発電システムというのは非常

に壮大なお話だと思いますし、非常に期待も大きいと思うのですけれども、一方で、太田

委員もおっしゃったように、実現性についてどうなのかなというところがどうしても疑問

があると思います。このあたり、広報とか説得ということも必要だろうと思います。その

あたりの戦略について何かございましたら、お願いしたいと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 １つは、足元の今の進捗状況を踏まえて、これから数年間のことを考えないといけない



ということで、見直しが必要だということと、長い目で見たときは、これはＪＡＸＡも別

途委員会をやって議論をしているのですが、途中途中で何か国民生活に役立つ成果を出し

ていかないと、なかなかゴールまで届かないだろうという議論をしておりまして、ＪＡＸ

Ａの方では「踊り場成果」といっておりますが、それを取りあえず最初の目標に掲げなが

らやっていくことによって、最終的には宇宙太陽光発電システムにつながるということを

やっていこうということで、例えば、かつて成層圏プラットフォームという構想がござい

ましたけれども、成層圏に気球のようなものを浮かべまして、そこに電力を送る、あるい

は、そこから電力を送ってくるということで、そこが通信の基地になる。そういうことを

途中途中で実現していくことによって、最終的に宇宙太陽光発電システムにつなげていこ

うと、今、そういう議論をＪＡＸＡとともにしているところでございます。 

○小林座長 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 

 これは日本にとってという視点よりは、だれにとって、どんな局面でというところを押

さえておいた方が受け入れられやすいのではないかという印象を持っております。日本の

場合はもう既に電力需要そのものが減るのではないかという予測がある中で、更に宇宙か

らまでなぜ電気が要るのという話になりかねないのですが。 

 ところが、アフリカなどに目を向けると、送電の線もなかなか引けないとか、これが欲

しいという国も恐らくあるのではないかという気がするのです。ですから、売り込むとき

に、どこのだれに幾らでというあたりまで持っていくと、日本だけでなく、国際的な協力

も得やすいのではないかと、そういう気持ちをずっと持っております。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、今、ご説明にありましたように、これは非常に先のゴールなのですけれども、

幾つかのところで里程標をつくってやっていくということが重要なのだろうと思いますの

で、それを視野に入れて、引き続き研究開発をお願いしたいと思います。 

 それでは、これでＫ．までが終了です。 

 引き続き、今度は、Ｉ．の「宇宙産業技術情報基盤整備研究開発（ＳＥＲＶＩＳ）」の

概要と、Ｌ．の「空中発射システムの研究開発」です。よろしくお願いいたします。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 では、続きまして、Ｉ．でございます。ここからはまた資源とは離れまして、競争力強

化の文脈になります。 

 このＩ．のプロジェクトですが、宇宙の機器に使っている部品というのは、宇宙は放射

線が強いということもあって、宇宙専門につくられた部品が原則でございます。その中で、

民生部品、民生技術で使えると、それ自身で競争力強化につながるものですから、そうい

うことを円滑化していこうというのがこのプロジェクトの目的でございます。 



 そのために、開発した部品なりコンポーネントの宇宙空間で実証するという衛星をこれ

まで２回上げてきておりまして、Ｉ－５ページのこの図では、「宇宙実証＃１」、「宇宙実

証＃２」とありますが、平成15年と平成22年に、開発したものと民生部品・民生技術が宇

宙空間で本当に安定的に動くかどうかということで、２回やってきてございます。そうい

ったことをやって、そこで得られたデータを使って、ガイドラインなりデータベースをつ

くって衛星の低コスト化につなげていこうというのを大きな考え方として進めてきており

ます。 

 かつて、この評価対象期間が始まったころは、次に実証３号機もやるぞということを念

頭に進めてまいっております。 

 それで、今申し上げましたとおり、何をやっているかというと、Ｉ－６ページのこの図

で言うと、地上模擬試験をやって、データベースをつくります。それから、実証２号機に

搭載した部品・技術を評価をして、ガイドラインをつくりますと。それから、実証３号機

に向けて検討しますと。こんなことを目標に進めてまいりました。 

 実際の成果でございますが、まず、地上模擬試験でございますけれども、Ｉ－９ページ

に平成24、25、26年と合計17件やりまして、データベースに追加をしてございます。 

 Ｉ－12ページでございますが、実証衛星２号機は平成22年に上げたものでございますが、

それから取ったデータを使ってガイドラインに反映をしてございます。この10種類の装置

を実証衛星２号機に載せて、そのガイドラインに反映をしているということでございます。

この中からは、その後、市場獲得につながったものもありまして、一番上のリチウムイオ

ン電池は、地上の技術を踏まえて宇宙用に改造したものでございますけれども、海外の衛

星にも採用されるところまで来てございます。 

 その後、実証衛星３号機も意識しながら、民生技術を活用して、人工衛星の装置の開発

を進めてきてございます。Ｉ－15ページのこの５品目の装置について、民生技術を使って

開発を進めてきてございます。併せて、実証衛星３号機の検討も行いました。ここまでが

今やってきているところでございます。 

 その波及効果としてはＩ－17ページに、先ほど申し上げましたが、まず、データベース

やガイドラインについては、大学や、新しくキャノン電子という会社が人工衛星分野に参

入しようということを検討されておられまして、そういったところにこのデータベースや

ガイドラインは活用いただいてございます。 

 それから、先ほど申し上げましたが、実証衛星２号機で実験したリチウムイオンバッテ

リについては、世界シェア40％に来るぐらい広く活用もされているところでございまして、

こういった機器も出てきているところでございます。 

 こういったことで進めてきておりますが、ただ、議論の中で、実証衛星３号機をまたこ

こでやるのは、費用対効果で必ずしも適切ではないという議論もあり、実は実証衛星３号

機をこのプログラムでやることはやめることにしてございます。 

 そのかわり、打上予定として平成29年度に棒線が入ってございますが、ＪＡＸＡで革新



的衛星技術実証プログラムというプログラムが別に立ち上がっておりまして、それはＪＡ

ＸＡなりで開発した衛星技術を宇宙で実証する事業を新しくＪＡＸＡが立ち上げることに

なってございます。ここに私どもで開発したコンポーネントも搭載をしてもらって、実際

に宇宙空間でちゃんと機能するかどうかを実証するということで、変更をすることにして

おりまして、私どもの事業としては、費用対効果を高めながら、引き続きやっていこうと

考えてございます。 

 評価コメントでございます。 

 民生技術を活用し、安価で高性能な部品やコンポーネントを増やしていくことは極めて

重要であり、意義は大きい。 

 これまでつくってきたデータベースやガイドラインは、衛星機器の設計に寄与し、評価

できる。ただ、部品については、地上模擬試験の有効性が明らかになってきていることと、

民生部品はライフサイクルが短くなっていることを踏まえ、宇宙実証の必要性は低下して

いると考えられる。また、100～200ｋg級衛星による宇宙実証はＪＡＸＡのプログラムで

実現されつつあり、３号機の開発は必要性がなくなったと考えられる。 

 したがって、今後は、民生技術を活用したコンポーネントの開発及び部品の地上模擬試

験に注力するとともに、ＪＡＸＡのプログラムとの連携を図って、効率的に事業を実施し

ていくべきである。 

 以上のようなコメントをいただいてございます。 

 評点については、このとおりでございます。 

 次に、飛んでいただきまして、Ｌ．の「空中発射システムの研究開発」でございます。 

 目的としては、超小型衛星がこれから増えるだろうという予測のもと、ただ、超小型衛

星を打ち上げるロケットというのは専門のものはないということで、飛行機に積んで、そ

こから打ち上げるということであれば安くできるのではないかということで進めたプロジ

ェクトでございます。 

 最初の目標としてはＬ－５ページに、運用の構想をつくる、ロケット分離技術を確立す

る、あとは、外した後の運用管制をどうするのか、そして、法規制の問題、こういったと

ころを開発あるいは調査をしていこうということを当時考えておりました。 

 実際の方式としてはＬ－９ページに、幾つか考えられるわけですが、検討の結果、空中

投下方式というのがいいのではないだろうかと。それからＬ－10ページに、投下する際に

は、プラットフォームに載せて、後部ドアから投下するのがいいのではないだろうかと。

あるいは、管制システムについてもＬ－11ページに、今までの地上の専門の所がやるとい

うのではなく、幾つかの工夫、場合によっては衛星通信を使うということも考えられるの

ではないか。それからＬ－12ページに、投下システムについては、こういう実物大でロケ

ットの長さのみ約３分の１の模型もつくり対応いたしました。あとは、シミュレーション

で、幾つかの解析を実施しております。 

 本事業は平成26年度までで終わっておりまして、後半の方は26年までに既に終了した事



業でございます。 

 評価検討会でのコメントでございます。 

 空中発射システムは、衛星打ち上げの低コスト化、高効率化、打ち上げの自由度向上に

資するものであり、要素技術や法規制、海外動向などに関して調査・検討を行い課題の抽

出ができたことは評価できる。 

 ただし、本事業では打ち上げの実証には至っておらず、本事業の核であるパラシュート

の投下・展開・姿勢の確立までを実証に含めるべきであったと考える。試作試験など解決

すべき事項はまだ多く残っている。また、機体の保守コストや駐機料など全体的なコスト

を比較し、ビジネスとして成立するかも検討すべきであった。 

 以上のようなコメントで、評点もかなり辛口の点数をいただいておりまして、この要因

としては、１つは、実際、それを落としてデータを取るという実証まではできなかったと

いうことと、日本の場合、機体の保守をどうするのかということを考えたときに、それ自

身でかなりのコストになってしまうという点があるのではないかと、一部の評価検討会委

員の先生がご自身の経験から強く議論をされまして、そういうことで低い点数になってご

ざいます。 

 確かに、他の事業か何かで飛行機を持ち、飛行場を持っているところでないと、メンテ

ナンスなども考えると難しいのかなというのは、一つの考え方としてはあるのかなと思っ

てございます。 

 以上でございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 Ｉ．とＬ．は大分違った話で、それぞれご意見、ご質問をお願いしたいと思います。 

 最初は、Ｉ．の宇宙産業技術情報基盤整備研究開発（ＳＥＲＶＩＳ）の中間評価です。

まず、こちらの方から、ご意見、ご質問をお願いいたします。 

 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 

 試験結果が幾つか出てきていて、実例が幾つかありますが、この結果を見て、地上でも

試験ができるという評価になったのか、地上での評価があって、もう第３番目の実証衛星

は要らないとなったのか。その辺はどうなのですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 これは部品とコンポーネントと両方ございまして、部品というのは、例えば、ＣＰＵで

すとかフラッシュメモリーなどでございます。それについては、先生方は？、地上の模擬

試験でもかなり推測はできるのではないかということをご指摘いただいております。他方、

コンポーネントの方は、例えば、電池のシステムですとか、データ圧縮装置ですとか、そ

ういった半導体一個一個のチップではなくて、それが大きな装置になったものでございま

して、これはやはり宇宙で実証しないと、トータルのシステムとして正確に稼働するかど



うかはなかなかわからないのではないかと。 

 ただ、それについては、ＪＡＸＡの方で、彼らで開発した機器を実証する衛星のプロジ

ェクトが立ち上がっているので、そちらにうまく混ぜ込めば、経済産業省でわざわざ新し

い衛星を上げて宇宙空間で実証する必要はないのではないかと、こういうご指摘をいただ

いたということでございます。 

○太田委員 

 ここで宇宙でやった結果が出ていますよね。それがほぼ予想どおりだったのか、そうで

なかったのか。かなりずれたものがあるかどうかというのが質問です。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部長） 

 そういう意味では、宇宙で実証したものにつきましては、ほぼ予想どおりだったという

結果になっております。 

○太田委員 

 主にあるのは放射線劣化ですね。その辺は大体推測が付くと思うのですが。もう１つは、

パーツコンポーネントで、リチウムイオンバッテリーが世界でのシェアの40％というのは、

リチウムイオン電池のシェアの中で40％日本が取ったという意味ですか。それとも、バッ

テリーの中の40％を取ったということですか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部長） 

 これにつきましては、衛星に搭載されるリチウムイオンバッテリーのシェアとして40％

でございます。 

○太田委員 

 だとしたら、言われる数字ではなくて、そんなに負けているじゃないかと。端的に言っ

て、リチウムイオン電池であって、特に高機能品であれば、80％か90％、民生用で牛耳っ

ているわけですよ。大量のは違いますよ。そういうことを考えたら、40％というのは、言

われる数字ではないと思っています。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 大きな視点で見ると、そうだと思います。ただ、宇宙用のコンポーネントでは、そもそ

も日本から輸出できているもの自体が非常に少のうございまして、むしろ海外のものを多

く使っているという現状でありますので、この宇宙機器の世界では飛び抜けて高いに近い

状況でございます。 

○太田委員 

 私は、そういうところは海外戦略で日本はもっと出ていかなければいけないと思います。

そこは大事なポイントだと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 引き続き、頑張ってやっていきたいと思います。 

○太田委員 

 わかりました。 



○小林座長 

 他はいかがですか。高橋委員。 

○高橋委員 

 簡単な質問です。標準化については、どういう取組をなさっていますか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 リチウムイオンバッテリーについては、この事業とは別のところで、当省の基準認証ユ

ニットの事業で一緒に国際標準化の取組を進めてございます。日本がリードしている部分

については特に注力をして、国際標準化に働きかけを今やってございます。 

○高橋委員 

 それ以外の部分は？ 

○小林座長 

 リチウムイオン電池以外の標準化ということですね。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 例えば、文脈は外れるかもしれませんが、超小型衛星が最近は増えてきてございますが、

日本は大学を中心に超小型衛星の技術開発が進んでおりまして、それも日本は強い分野な

ので、そこも日本から提案をして、今、国際標準化を進めております。そういう意味では、

日本が強い分野を中心に取組をしてございます。 

○高橋委員 

 せっかくガイドラインをつくられるということと、どのくらいまで安定して使えるかと

いう使用期限の話となると、測定方法と測定基準がすごく強い標準化になると思いますの

で、この事業は他にもあるのかなという気がいたしまして、ぜひいいタイミングでそうい

うレビューをなさるといいのかなと思います。 

○小林座長 

 では、森委員、どうぞ。 

○森委員 

 これは地上模擬試験でできれば、信頼性試験の標準化もやりやすくなって、部品の大量

供給もできるようになるだろうと思うわけでして、今のお話で、小さい衛星なら日本でも

結構つくっている。でもそのためには、部品が日本で調達できなければ広がることはまず

ないと思いますので、このデータベースに従って、例えば、ある種の規格を満たしていれ

ばそれは宇宙で使えるということがはっきりすれば、ビジネスもベンチャーもやりやすく

なるだろうという期待が持てますので、この地上模擬試験と宇宙での実証試験の標準化を

大いに進めていただけたらいいと思います。 

 もう１つは、宇宙での規格を取ることによって、地上で、例えば、ロボットなど極限作

業部品のようなものに、今回の原子炉事故のような場合にも応用ができるとか、そういう

話とつながる可能性はいかがなものでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 



 実情を申し上げますと、宇宙の場合はまだ数が少なくて、世界全体を見ても、世界で１

年間で上がっている衛星は100機とかというオーダーです。そうしますと、こういう地上

での試験の信頼性は高いのですけれども、今、人工衛星を打ち上げて運用する側から見る

と、かなり保守的に考えられているのが実情でありまして、宇宙空間での実績があるもの

でないとやはり信用しないと。 

 それは、１回故障してしまうと修理が利かないもので、それで１機が100億円とかとい

うオーダーですので、これが実際に普及していくには時間がかかっているのが実情であり

まして、まだまだ実績のあるものしか使わないというメーカー、お客さんが多いのも実情

でございます。そういう意味では、他の産業と比べて、広がっていくのにまだ時間がかか

るのかなとは思ってございます。 

 他方、地上への応用ということで言うと、近い分野は防衛装備品でございまして、アメ

リカでは、防衛装備品の中のある種の規格がかなり宇宙とも共通の部分がございまして、

そこで決めた耐放射線性とかの特性を満たしていて、かつ、それについて認証を取ったも

のが共通で使われているという部分もあるやに聞いてございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。他はいかがでしょうか。 

 私の方からですが、今のお話で、諸外国の動向というと、やはり米国の特に防衛装備品

が一番大きなターゲットになっていると考えてよろしいですか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 そうですね。半導体の部品などでは、多分、耐放射線性に強い部品をアメリカで開発さ

れたものが、彼らはいろいろな場面で使っていますので数も出るものですから、そこそこ

価格競争力もあるので、それになかなか勝てないと。 

 ただ、自動車用などにつくっているものが本当に宇宙で使えるのであれば、当然、アメ

リカの専用でつくられたものよりずっと安いものですから、もしそれが使えるとなれば、

一気に日本がその強みを生かせる可能性もありますので、それが使えるケース、使えない

ケース、使えるもの、使えないものもあるでしょうから、最初に日本に勝ちめはあるのか

という議論もございましたけれども、日本が一つ発射台にするところかなと思っています

ので、それが使えるようにはしていきたいと考えております。 

○小林座長 

 では、西尾委員。 

○西尾委員 

 地上模擬試験等で取得するデータの民生部品の選定の基準はどういう形で選ばれたのか、

あるいは、この模擬試験のデータを取得する部品のメーカーというのは日本企業だけなの

かどうか。その辺をお聞かせ願えればと思います。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構システム開発部長） 

 まず、選定の基準につきましては、１号機、２号機の機器に載せて宇宙実証する部品を



前提に選んでおります。 

 ２つ目のご質問につきましては、基本は日本メーカーでございます。 

○西尾委員 

 全部、日本製で上げているわけではないのでしょう。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構技術開発本部技術参与） 

 衛星全体の部品において全て日本製というわけではございませんが、本プロジェクトで部

品単体試験装置に搭載し評価した部品につきましては、ほとんど日本部品を使っています。 

○小林座長 

 非常に重要なプロジェクトだと思います。評価検討会のコメントにもありました。ただ、

今後どうするかということで、ＪＡＸＡとの連携という形で行こうということも妥当だろ

うと思います。ただ、先ほどお話もございましたように、日本の独自性とか強みをどうや

って生かしていくかということも重要だろうと思いますので、引き続き、地上模擬試験も

含めて、ガイドライン作成も含めて、残りの期間をきちんとやっていただきたいというと

ころだろうと思います。 

 よろしゅうございますか。ありがとうございました。 

 それでは、最後に、Ｌ．の「空中発射システムの研究開発」です。ご意見、ご質問をお

願いいたします。 

 先に、これはちょっと評価が低いということもありまして、個別の評価でゼロを付けて

しまっている評価検討会委員が１人いらっしゃるのですが、それで全体もかなり下がって

しまっているなと。そのあたりの評価検討会委員の意見というのは、いかがですか。 

 目標の達成度の妥当性とか、事業化についての妥当性とか、全部ゼロを付けてしまって

いる委員がいらっしゃったりして。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 実際に衛星の開発なりを長い間され、また、打上にも多分携わってこられた方ですが、

先ほどもご説明申し上げましたけれども、コンセプト自身はあり得ると思うし、安くなる

とは思うのだけれども、飛行機を維持しなければいけないわけでございますね。そうする

と、当然、飛行場も要るし、飛行機自身のメンテナンスも要るわけでございまして、そう

いうことでトータルのコストとして、今の日本の状況を踏まえると、普通のロケットに比

べて安くなるとは考えられないのではないかということで、実現可能性も含めて考えた狙

いなのかということについて、強い疑問を持っておられる委員がいたということでござい

ます。 

○小林座長 

 国際的な動き、例えば欧米の状況というのはいかがでしょうか。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 実際にアメリカでは、こういうシステムで打ち上げている会社もございます。最近は競

争も厳しくなっているので、そこも受注がなかなか難しくなっているということはありま



すが、実際にはございますし、それから、アメリカは国防省がこのシステムの開発を進め

てございます。 

○小林座長 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 

 私は、この方法については実は初めて伺ったのですが、宇宙太陽光発電システムの経済

性の条件として、ロケットを繰り返し使うことというのがＪＡＸＡの報告書にありますね。

今回のこの事業というのは、衛星の打上ロケットの繰り返し使用につながるためにどの程

度つながりがあるのか、その辺を教えていただければと思います。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 アメリカのロケットの企業では、このタイプではなくて、普通の種子島から打ち上げる

ようなロケットで、繰り返し使用をもう半分実現できている会社もございます。スペース

Ｘという会社でございますが、地上に１回着陸に成功しております。それは１段、２段、

３段とあるのですが、１段ロケットの着陸には成功しております。ただ、それはメンテナ

ンスをして再利用できるかというところまではわかりませんが、少なくとも着陸までは成

功しています。 

 次に、横に飛んでいたときに、海に着陸するのも、２回、成功寸前までいっておりまし

て、従来型の発射でも回収は、それはもう技術の問題ということでございます。では、こ

れが回収しやすいかどうかというと、それはまたわかりませんで、そういう意味では同じ

だと私は理解をしております。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構技術開発本部技術参与） 

 基本的に、空中発射というのはロケットのサイズが同じであれば地上からの打上に対し

て２割とか５割ぐらいの打上能力の向上ができます。だから、今、３段式の固体ロケット

を飛行機に積んだとすると、ある意味、４段式のロケットのような形で、１段が再利用と、

簡単に言うとそういう形になります。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 １段が飛行機になります。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構技術開発本部技術参与） 

 ええ。ですから、同じサイズのロケットで、より重い衛星を打ち上げられるということ

です。能力に関しては、そういうことです。 

○小林座長 

 他にいかがでしょうか。 

○質疑応答者（宇宙システム開発利用推進機構技術開発本部技術参与） 

 済みません、１つだけ。先ほどから航空機のコストの話が出ていますので、それだけち

ょっと説明させていただきたいと思います。 

 今、空中発射で1990年から商業打上をしているオービタルサイエンスのペガサスという



ロケットがあるのですが、あれはロッキード1011の飛行機の胴体の下にぶら下げて飛んで

います。それに対して、我々が考えたのは、輸送機から分離する、輸送機の荷室から空中

でロケットを投下するという方法を考えています。今、オービタルサイエンスがコスト的

に失敗したのは何かというと、胴体下にぶら下げる、すなわち機体を改造するということ

が彼らにとって最大の失敗だと、彼ら自身がそう評価しています。 

 要は、機体を改修するということは、機体を所有もしくは占有しないといけないと。そ

うすると、当然、維持費もかかりますし、いろいろなところでコストが発生すると。そう

いうこともありまして、我々は、輸送機からの投下方式とし、航空機の改造が必要ないと。

ということは、打上の必要な都度、ウェットリース──すなわち、パイロット込みで輸送

機をリースすれば、必要なときだけ使うことができると。そういうことで、輸送機から投

下するタイプというのを選んでおります。 

 済みません、余計なことを言いました。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 他にはよろしいですか。 

 これは終了時評価ということなので、今後どうするかという考え方はあると思いますが、

目標に向けて一定の成果をあげたということは言えると思います。これを実際にどうする

かというのは今後の戦略あるいは政策とかかわると思いますが、今回のこれを今後とも有

効に生かしていただくことが重要なのだろうと思います。評価検討会委員のご意見も参考

にして、この成果を無駄にならないように活用していただきたいと思います。 

 よろしゅうございますか。ありがとうございました。 

 これでＬ．までの全部の審議が終わりましたが、ここで10分ぐらい休憩を入れて、最後

の施策の評価の議論をしたいと思います。 

 もし全体の施策について、この宇宙開発利用について、ご質問、ご意見がありましたら、

追加ですけれども、お願いしたいと思います。 

 亀井委員、いかがですか。Ｊ．は除いてで結構ですので。 

○亀井委員 

 他も含めて、関与をしている部分もあるものですから。 

○小林座長 

 そうですか。わかりました。 

 全体の話はいかがでしょうか。 

 森委員。 

○森委員 

 今あるロケットの低コスト化とかという話ではなくて、利用システムはどこにニーズが

どうあるかということの掘り起しとの一体化が非常に重要かなと思います。話を伺ってい

て、この競争相手はＮＡＳＡではなくて米グーグル社じゃないかなという気持ちがどうし



ても残りました。それは、グーグルアースが初めて出て、見たときに本当にびっくりした

わけで、いろいろなビジネスがあるだろうとみんな思ったわけですけれども、今は、打上

ではなくて、打ち上げた後の話の方が大きな問題になるような気がしてなりません。 

○小林座長 

 ありがとうございます。他はいかがでしょうか。 

 最初に、他の省庁も含めて見せていただいて申し上げましたが、経済産業省のミッショ

ンとして、最後はやはり産業利用みたいなものがあると思いますので、このプログラム自

体は非常に有用だろうと思います。今後どのようにしていくかということは、国全体とし

て考えなければいけないと思いますが、日本として、宇宙産業というものが育っていく基

盤はどうしても重要だろうと思いますので、有用性は否定できないと思います。 

 そういうあたりで、今後、どのようにしていくか。個別のプロジェクトの結果を含めて、

いろいろご検討いただければと思います。 

 それでは、長時間、どうもありがとうございました。 

○説明者（宇宙産業室長） 

 ありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

○小林座長 

 それでは、４時55分まで休憩とします。 

 

     （暫時休憩） 

 

○小林座長 

 それでは、再開いたしたいと思います。 

 全体の議題１．の（１）宇宙産業プログラムに関する施策及び事業の評価についてを終

えまして、施策全体の評価の決定をしなければなりません。各事業を含めて、追加的なご

意見も含めて、いただきたいと思います。 

 申し訳ありませんが、お一人ずつ、亀井委員も含めて、全体についてのご意見をいただ

ければと思います。 

 では、太田委員から、よろしくお願いいたします。 

○太田委員 

 この全体のことを考えますと、将来の展望は、世界全体で見ると、絶対マーケットはあ

る。その中で日本がどういう立ち位置でやるか。その段階になったら経済産業省としての

仕事ももっと増えるのではないかなと。今は予算的にはかなり少なかったですよね。文部

科学省がやる仕事というのはもちろんあるのですが、産業に結びつけるという意味では、

厳しいことを言いましたけれども、全体的にこれはもっと強化していいはずじゃないかな

と。 

 それは長い年月も必要かもしれませんけれども、総括すると、もう１段、２段、飛躍し



なければいけないし、それがＪＡＸＡのいいなりになっていてもいけないのだと思います。

産業の立場からどうやるのだということだと、そのように感じました。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 では、亀井委員、どうぞ。 

○亀井委員 

 日本で宇宙産業というと、３ページにあるのですけれども、宇宙屋さんだと宇宙機器産

業というふうに読み替えるのですが、４ページで見ていただけるように、世界的に見ると、

宇宙機器製造というのは１割ぐらいで、産業規模としてむしろそれを使ったサービスとい

うのが圧倒的に大きいわけですね。ですから、宇宙産業政策としては、これは根本になっ

ているので技術開発が必要だというのはわかるのですけれども、マーケットがより大きい

ような、それを利用した産業とかまで視野を広げるという視点も必要ではないかなと感じ

ました。 

○小林座長 

 ありがとうございます。 

 では、西尾委員、いかがでしょうか。 

○西尾委員 

 私も今の亀井委員のご意見と同じで、利用する側へのサービスをどうやってつくってい

くのか、あるいは、そのデータをどう使っていくのかというところの競争力と言いますか、

その能力を高めていくという観点が、経済産業省であれば施策として必要かなと思いまし

た。20年前のハードが中心のまま来ていて、先ほど森委員がお話しされましたグーグルア

ースではないですけれども、やはり変わったということかなと思います。ですから、その

辺の転換を踏まえた形で、特に経産省であれば政策を考えていった方がいいかなと思いま

した。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 

 宇宙がずっとサイエンスの対象であり続けてきて、いまだに世の中、特に日本ではそう

いうイメージが強いのではないかという気がどうしてもします。 

 その一方では、実際に通信関係では当たり前にふだん使っているわけですし、宇宙デブ

リ（ごみ）を研究している先生もあるくらいで、その間のギャップみたいなものが残って

いるのが現状のような気がするのです。ですから、産業化は、今回も随分データ収集とい

う話が出ましたけれども、そこから先の活用というのはどんどん民間に任せる部分がある

ように思います。 

 それも踏まえると、今度は逆に、では開発はどうかということになってくると思います。



今回の特に可視光帯のセンサと赤外線エリアとか、いろいろなバンドの話が出てきました

が、これをうまく使い分けると、今はない市場とか新しい情報が取り出せるのではないか

という気がいたしました。そこはそれこそ宇宙の雲の上の話ではなくて、まさに今ある話

だと思います。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 太田委員も各委員もおっしゃったように、できたら経済産業省としてこの宇宙産業プロ

グラムにもう少し予算を取っていただきたいなと。サービスも含めて更に拡大をしていく

ということが重要なのだろうなと思います。今回の宇宙産業プログラムのプロジェクトは

それなりにそれぞれ非常に高い評価を出せると思いますので、その利用を進めていただく

ことも重要なのですが、次のステップにどう行くかということも真剣に考えていただきた

いと思います。我々としては是非エンカレッジをして、更に進めていただきたいと思いま

す。 

 このあたりを評価としてはまとめていただけますか。 

○岩松大臣官房参事官 

 はい。 

 

議題２．その他 

 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、議題２．のその他に入ります。 

 こちらは、冒頭申し上げましたように、昨年の夏、８月10日に開催しました第25回の評

価ワーキンググループで了承されました「ＩｏＴ推進のための横断技術開発プロジェク

ト」の事前評価に関連しまして、担当課室から追加説明をお願いします。 

○岩松大臣官房参事官 

 それでは、説明を10分でお願いします。５分で一度ベルを鳴らします。では、お願いい

たします。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 それでは、情報通信機器課からご説明させていただきます。「ＩｏＴ推進のための横断

技術開発プロジェクト」でございます。 

 夏の評価ワーキンググループで、大きく２点、ご指摘があったかと思っております。 

 １点目は、プロジェクトの実施に当たってどのように選択・集中を図っていくか、そし

て、その成果をどう広げていくか。そういった点が１点目だったかと思っております。 

 ２点目は、技術開発以外も含めたＩｏＴ全体をどうやって進めていこうとしているのか。

そういうご指摘だったと考えております。 



 １ページの下に書いてございますが、「ＩｏＴ推進のための横断技術開発プロジェク

ト」というのは、基盤的な研究開発を2030年ごろのＩｏＴ社会の深化を目指してやってい

こうというものでございます。この研究開発と、右に書いてございます「ＩｏＴ推進ラ

ボ」というのは、具体的に、新しいＩｏＴのビジネスにつながるような先進モデルの創出

をしていこうという、規制改革等も進める環境整備の取り組みと、両方を両輪にしながら

総合的に進めていこうと考えてございます。 

 研究開発の方につきましては、特に夏以降、ＮＥＤＯで実施をするわけですけれども、

ＮＥＤＯの基本計画もつくりまして、近々、公募を開始していこうとしておりますが、こ

の秋におきましても、具体的にどういった技術的なテーマなどの可能性があるかどうかに

関しまして、企業あるいは大学等からも30者程度ヒアリングしながら、その具体的なテー

マ設定についても検討を進めてきたというものでございます。 

 ２ページですが、その研究開発をどのように進めていこうと考えているか、成果をどう

普及させていこうかということで、上に具体的な開発課題の考え方、下にマネジメントを

どう工夫していこうとしているか、そういう観点で整理をさせていただいております。 

 今申し上げましたような企業や大学等の研究の取組をヒアリングするとともに、それよ

りももっと前の段階から、ＮＥＤＯの技術戦略あるいは先導研究等も踏まえながら、どう

いったテーマに重点を絞っていくか、極力、日本の潜在力を生かせるようなものをＩｏＴ

で重要になってくる柱ごとに考えながら設定をしていこうということで取り組んできてお

ります。 

 ＩｏＴ時代でございますけれども、膨大な技術をいかに省エネルギーで、かつ、高速に

処理をしていくか、ここが根底に共通事項になってまいりますが、それを個別の技術とシ

ステムの技術の双方に取り組んでいけたらと考えております。 

 例えば、データの収集という柱においても、省エネルギー型のセンサのシステムですと

か、あるいは、電源が届かないところにおけるハーべスティング的な技術の革新的なもの

をテーマに考えていく。あるいは、蓄積のところでございますが、従来以上に低消費電力

でできる不揮発なメモリーデバイス──例えば、総変換メモリーとか、カーボンナノチュ

ーブの活用可能性などもあり得るかと思っております。あるいは、高速データ処理が可能

なサーバーシステム等も考えていく等々あります。 

 解析に関しましては、４つ書いておりますけれども、特にＡＩが進むに当たって、ＡＩ

によりふさわしい開発課題を考えていく。あるいは、セキュリティに関しましても、より

システムで問題が検知できるようにしていくとともに、何か起こったときにも、システム

ダウンしないでワークし続けられるような脆弱性の対処等、そういったテーマが大事にな

ってくるかと考えております。 

 下のマネジメントの工夫でございます。書いてございます３つの切り口に整理しており

ますが、そのマネジメントの工夫をしながら、より成果が広く普及していけるように、あ

るいは、いい成果がより出るように努めていけたらと考えております。 



 一番左でございますが、技術サイドとアプリケーションサイドの両方をうまくリンケー

ジさせながら、スパイラルアップしていけるような、そういったマネジメントを考えてい

こうと思っております。 

 真ん中のところでございますが、機動的な選択と集中を図るために、よりステージゲー

トを３年目程度に設けていって、よりリスクは高いけれども、可能性のあるものを選びつ

つ、絞り込んでいくといったことができたらと思っております。 

 右側の成果最大化のための体制強化でございます。こちらはＮＥＤＯのもとで、プロジ

ェクトマネージャー、あるいは、プロジェクトリーダーが中心になって推進をしていくわ

けでございますが、そこに実際に研究成果をより広げていくために必要になる情報ですと

か標準化を考えていく。あるいは、成果の利用の可能性を広げるためのマッチング等も含

めてサポートできるような体制を構築することを、このプロジェクトでは考えて対応して

いこうと考えているところでございます。 

 ３～４ページは、今、ＮＥＤＯの方で実施していくための基本計画（案）の抜粋でござ

いますので、説明は割愛させていただきます。 

 ５ページでございます。ご指摘の２点目のＩｏＴの推進を研究開発以外も含めてどう対

応していこうとしているのかという点に関してでございます。 

 冒頭申し上げましたように、「ＩｏＴ推進ラボ」というものを立ち上げまして、企業連

携支援、資金支援、規制改革支援、こういった３つの切り口での取組の推進を行っている

ところでございます。もともとこの絵の左側に書いてございます「ＩｏＴ推進コンソーシ

アム」というものを総務省とも連携して立ち上げながら、具体的なモデル事業の創出等に

関しまして、「ＩｏＴ推進ラボ」を中心に取り組んでいるところでございます。 

 ちなみに、真ん中あたりに書いてございますが、ＩｏＴセキュリティのワーキンググル

ープ、あるいはデータ流通促進ワーキンググループということで、例えば、ＩｏＴ機器を

出していくに当たって、セキュリティ確保上考えていかなければいけないことのガイドラ

インについての検討ですとか、あるいは、いろいろな企業がもっているデータを有効に活

用できるように流通させるとともに、守るべき情報を守る、そういったバランスも含めた

データ流通のあり方、あるいは契約の仕組みと契約の留意ポイント等も含めて考えていく、

そういった取組も並行してやっているところでございます。 

 ６ページでございます。「ＩｏＴ推進ラボ」の活動報告でございまして、具体的にこれ

までやってきている取組を簡単にご紹介しております。 

 まず、１－２のソリューション・マッチングですが、これは事業者同士が、あるいは自

治体も含めて、それぞれがニーズあるいはシーズを持っている人たち同士が、プレアレン

ジでビジネスミーティングをスピードデーティング方式という形でやったものでございま

して、こちらにつきましては550のマッッチングを１月28日に実施をしました。参加され

た９割の方々がさらなるコミュニケーションを続けたいという相手と出会えたということ

で、非常に有効な機会になっていたかと考えております。 



 １－１は、先進的なＩｏＴプロジェクト選考会議と書いてございますが、中小・ベンチ

ャーに限っているわけではないのですけれども、新しいＩｏＴの取組、プロジェクトを考

えている企業等から提案を受けまして、そこを官サイドだけでなく、民間のベンチャーキ

ャピタル等なども一緒になって、いいものを選定していく、ピッチイベント的なことをや

りながら、よりいいものに対する支援を官民それぞれが行う、時に連携しながら行う、そ

ういったオケージョンを２月７日に実施しております。 

 １－３は、ビッグデータ分析コンテストということで、これはバーチャルに、アベイラ

ブルなデータから観光、宿泊、客予想をするアルゴリズムの開発をコンテスト形式で行う

ということに取り組みまして、こういったものについても２月７日に表彰するという取組

をしております。 

 こういった取組で環境整備をしながら、ＩｏＴ推進を全体的に進めていこうと考えてい

るところでございます。 

 早口でございましたが、私からの説明は以上でございます。 

○小林座長 

 ありがとうございました。 

 ただいまのご説明にご質問あるいはご意見があれば、よろしくお願いいたします。 

 亀井委員、どうぞ。 

○亀井委員 

 ８月10日は私は評価ワーキンググループを欠席しているので、ひょっとしたらそのとき

にもう議論があったかもしれないのですが、今回、お話をお伺いさせていただいた範囲で

は、まず、ターゲットが2030年ごろのＩｏＴ社会の基盤技術を実現すると、このようにう

たっているわけですけれども、そこを見据えて、必要な基盤技術をきっちり開発しておき

ましょうと理解したのですが、そもそも2030年ごろのＩｏＴ社会というものがどのように

なっているかとか、そういうグランドデザインといったらいいのか、ビジョンといったら

いいのか、その辺の検討というのは、これは単純で安易な質問ですが、どこまで検討なさ

って、こういう技術開発をデザインなさったのかということが１つです。 

 なぜこういうことを聞くかというと、2030年のＩｏＴ社会というのは、多分だれもわか

らないだろうし、開き直っていうと、何が起こっているかわからないかもしれないと。で

も、確かにすごいことは起こるだろうし、それをある程度想定した技術開発というのはも

のすごく重要だと思うのですが、その辺、どういう考え方に基づいてこういうプランニン

グをしたかということについて、お聞かせいただけませんでしょうか。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 2030年ごろの社会をどのように描いていくかということに関しましては、経済産業省全

体で、今、局でいうと経済産業政策局という所になるのですが、産業構造審議会に新産業

構造部会という審議会を立ち上げて、有識者の方々からもご意見をいただきながら、Ｉｏ

Ｔ、ＡＩ等の世の中の変化も踏まえた上で、どう世の中の産業構造は変わっていくか、そ



この絵を今まさに並行して描こうとしているところでございます。 

 そういった活動をしつつも、今、委員ご指摘のように、2030年頃ってどうなっているか、

ある程度書くことは可能かもしれませんが、書き切るということとかイメージし切るとい

うことはなかなか難しい面もありますので、今回は、世の中にどういうアウトプット、ア

ウトカムが起こり得るかということも意識は当然していくのだけれども、世の中を一変さ

せるような革新的な、非連続、ディスラプティブなイノベーションを起こし得るような技

術開発というものに課題を設定しながら、そういったものを今後、提案募集、審査等をＮ

ＥＤＯで実施して、取り組んでいけたらと考えております。 

○小林座長 

 なかなか難しいと思いますので、引き続き、検討をよろしくお願いしたいと思います。 

 では、森委員。 

○森委員 

 確かに2030年となると、という話はありますけれども、実はもうあと14年しかなくて、

14年前というと2002年だったわけですから、ひょっとしたら余り変わっていないかもしれ

ないなという気もしないではないです。でも、確実に言えるのは、人口と、高齢化・少子

化ということだけは間違いない。それから、地方の再生ということでいろいろ頑張っては

いますけれども、人口が減る中で、いろいろな意味でケアの必要な社会の層が増えること

が日本に関しては間違いなくなってくるわけですから、このＩｏＴというのは、確実に発

生するそういう社会に対しては視野に入れなければいけないだろうと。 

 もう１つは、これは日本だけの話ではないわけですよね。ですから、ＩｏＴを日本だけ

で積めるのではないとすれば、当然、中国やインドがＩｏＴにおいてリードする可能性も

考えなければならないとすると、流通はどうなるのだろうということが一番の関心事項に

なってきます。 

 同時に、私はエネルギーが専門なわけですけれども、発電所をつくったり、大きなプラ

ントを開発するという目で見ると、15年というのは短くて、今すぐ始めても15年後では原

子力発電所ではまだ動かないわけですから、そうすると、その間のギャップはどうなるの

かと。それに対して、自動車などコンシューマ（一般消費者）向けのプロダクトについて

は、15年というのは確実に世代が１回は替わる期間なので、その辺から考えていくと、日

本に関していえば、高齢化・少子化とインフラが、全部は変わらないけれども、コンシュ

ーマ向けのプロダクトの半分は替わるだろうと思われます。その社会でＩｏＴが何をでき

るかなと。そういう社会のバックグラウンドみたいなことがもうちょっと書かれていても

いいかなと思います。 

○小林座長 

 何かコメントはありますか。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 この資料に今回端的にまとめているものですから、そういったバックグラウンド的なと



ころはむしろ排除してしまっておりますが、ご指摘のようなところを意識しながら、と同

時に、いろいろな出口にも効いてくるような基盤的、横断的、革新的な技術開発ができた

らいいのかなと思っております。 

○小林座長 

 他はいかがでしょうか。西尾委員。 

○西尾委員 

 ＩｏＴですから、実際に使われる現場というのはほとんど外であって、研究所などでは

生まれないわけですね。そうした場合に、技術開発課題としては確かにここに書かれてい

るようなテーマが出てくるかと思いますが、実際には、５ページに書いてあるようなテー

マ案といわれているようなところでどう使われていくかというところと、例えばセンサで

あればそれぞれ合わせていかなければいけないので、単純に、センサ１個付けたからとい

う世界ではないということで言えば、こういった現場でどう使われるか、その現場の理解

というものが非常に重要になってくるかなと。単につくり手でこうやっていくというだけ

ではなくて、このように使われるのだというところが必ずしもわからなくても、どんどん

アピールしていく必要があるのかなと思います。 

 それから、一般の人の理解も深めないと、例えば、医療もそうですし、物流でもそうか

もしれませんが、ＢtoＢだけでは終わらない世界なので、一般の人向けの普及啓発活動の

ようなものも一緒に考えていただければなと思います。 

 それから、テーマの中で、インフラあるいはスマートハウスともつながるかもしれませ

んが、もう１つ、大きな視点として都市ということがあると思います。これはテーマの案

として書いてありますので、当然いろいろと考えられているかと思いますが、そういうこ

とも１つ打ち出していいかなと思います。 

 最後に１点ですが、フィンテック、金融、そういう仕組みが大きく変わるという部分が

あって、多分想像できない部分だと思いますが、単に工場がつながるとかそういうわけで

はなくて、銀行の役割も含めた形での変化が起こり得るということも踏まえたビジョンを

出していただけると、すごくありがたいなと思っています。 

○小林座長 

 西尾委員の最初のお話で、このプロジェクトが終わって、どう社会に実装していくのか

なという部分だろうと思うのです。まず、研究開発はいいと。それから、「ＩｏＴ推進ラ

ボ」もいいでしょうと。けれども、実際にどうやって企業や行政などに入っていくのかな

と。 

 まず、そのあたりをお聞かせいただけますか。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 まさに成果をいかに世の中に出していくかということについて、非常に意識をしていか

なければいけないなと思っております。 

 先ほど、２ページでも少しご説明をさせていただきましたけれども、まず、プロジェク



トを実施していくに当たっても、実際に世の中にどう使われていくか、あるいは使ってい

く側の人たちとの間でのやりとりをしっかり進めながら、単に技術オリエンテッドだけで

もない、他方、単なるニーズだけでもない、その両方がうまくインターラクティブに絡み

合うような形で開発を進めていくことが、世の中に成果を実装していく上でも効果がある

のではないかなと思っております。 

 また、今ご指摘いただいたような点を含めまして、「成果最大化のための体制強化」と

いうのを右側に書いておりますけれども、これは今まで、ＮＥＤＯのプロジェクトでもこ

ういった体制をちゃんと設けていくことはしてきていないのですが、こういうものをしっ

かり強化しながら、具体的なアクションを継続的に進めていけたらと思っております。 

○小林座長 

 「ＩｏＴ推進ラボ」が先ほどのアプリとの連携の中心になると考えていいのですか。こ

れはあくまでも何か先進的モデルを発掘するという理解でよろしいのですか。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 ＩｏＴ推進ラボの場だけでこの技術開発のアプリ云々というのをやっていくということ

ではありませんで、むしろ、ＩｏＴ推進ラボの方は、この技術開発云々に限らず、もっと

幅広いいろいろなアイデアを持っているベンチャー企業ですとか中小企業、あるいは大企

業にいる人たちの提案を受けながら、規制改革をしていくとか、サポートをしていくとい

うこともございます。あるいは、マッチングしていくということもあります。なので、も

のによってケース・バイ・ケースで「ＩｏＴ推進ラボ」の枠組みもうまく連携していく部

分もあるかもしれませんが、必ずしもそこが丸ごとつながっているわけでもないかなと思

っております。 

○小林座長 

 はい、わかりました。 

 では、西尾委員からの残りの、一般の人への理解の普及、都市の観点、フィンテックと

の連携について、何かご意見がありましたら。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 都市の話に関しましては、先ほどもお話にありましたインフラとか、そういうテーマの

中でも意識してやられていくことかなと思っております。フィンテックそのものに関しま

しても、金融というテーマを設定しながらやられていくということかなと思っております

が、そういった世の中で将来あり得る動きもしっかり意識しながら、研究開発としても進

めていけたらなと思います。 

○森委員 

 １つ、付け加えたいことがありまして。この改革の中に、「ＩｏＴ推進ラボ」の中では、

制度的な話と制度の革新を是非とも視野に入れていただきたいと思います。１つは、Ｉｏ

Ｔだと通信が出るわけですが、その制度を今のままでいいのかどうか。特に課金ですね。

何か情報を使ったら対価を払わなければいけないのですけれども、その制度の枠組みがち



ゃんとあるかどうか。 

 例えば、今、法律的には、携帯電話はどこかに勝手につないで充電すれば、それは窃盗

罪になるわけですよね。でも、それはその辺のコンセントのどこにつないでも、使った分

だけちゃんと持ち主に課金されていれば何の問題もない。この問題が電気自動車の方で起

きるだろうと思っていまして、今はまだ数が少ないから専用ですけれども、そこらのコン

セントで電気自動車が継ぎ足し充電できればいいはずですが、それを勝手にやったら今は

犯罪になってしまうわけです。 

 情報を使うということは、提供するということは、同時に電気を絶対に使うわけですか

ら、その課金がちゃんと持ち主のもとにされる必要があります。今は家とか建物の持ち主

に課金されてしまいますから、そこが変わらないことには、気軽に電気自動車はつなげな

いし、コミュータもつなげないし、携帯電話を今はサービスでやっているところは変わら

なければいけないわけですね。 

 そういう制度的な話をこのＩｏＴの中で常に視野に置いて、これが経済産業省の仕事か

というと、それだけでは済まないかもしれませんが、常にそれを視野に置かないと、いつ

までたってもＩｏＴがデモンストレーションの場で終わってしまうのではないかというこ

とを非常に危惧しています。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 今ご指摘いただいた問題意識は我々も非常に強く持っておりまして、まさにこの「Ｉｏ

Ｔ推進ラボ」のところで、いろいろなビジネスアイデアでこういうことをやっていきたい

ということで、事業者からもそういうことをやっていくための具体的なニーズは出てきて

おりまして、その規制改革を進めていくに当たって、例えば、企業実証特例とか、あるい

はグレーゾーン解消制度といったものがあるのですが、そういったものをしっかり活用し

ていく。 

 そして、今ご指摘があったように、規制自体が、経済産業省が持っているものもあれば、

むしろ他省庁が持っているものもあったりしまして、そこのところは我々経産省の仲間が

かなり他省庁とも、当省内の規制当局とも具体的な提案が上がってきているもの、ニーズ

が上がってきているものを踏まえながら、一つ一つ丁寧に、どうやって規制改革を進めて

いくかということにかなり汗をかきながら進めておりますし、これからもそういった取組

は大事だと持っております。 

○小林座長 

 どうもありがとうございました。ここの技術開発と「ＩｏＴ推進ラボ」の両輪で、今、

ＩｏＴは焦眉の急の課題だと思いますので、是非いい結果に結びつくようにお願いしたい

と思います。 

 どうもありがとうございました。 

○説明者（デバイス産業戦略室長） 

 どうもありがとうございました。 



○小林座長 

 以上で、本日の評価審議は終了になります。若干早く終わりました。今日は大変だった

のですけれども、円滑な議事進行にご協力いただきまして、ありがとうございました。 

 では、最後に、事務局からお願いいたします。 

○岩松大臣官房参事官 

 本日並びに今年度後半、30件余りを審議いただきまして、ありがとうございました。大

変有意義な議論が行われたと考えております。来年度の審議課題の評価に是非コメント等

を生かしていきたいと考えております。 

 来年度につきましては、新規のテーマについて、６月以降、新政策の議論が始まります

ので、そのタイミングでまた評価を審議いただきたいと考えております。 

 １年間、ありがとうございました。来年度もよろしくお願い申し上げます。 

○小林座長 

 それでは、これで散会といたします。どうもお疲れさまでした。ありがとうございまし

た。 

 

                                  ──了── 

 


